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かけがえのない地球環境を次世代に引き継ごう�
持続可能な社会の構築のために�

代表取締役社長�

　地球温暖化、環境汚染、オゾン層破壊などの地球環境問題が深刻化する現在、私たちは「持続可能性」という人類

共通の新たな理念を共通認識として持つようになってきました。そして、この理念を具体化するために「持続可能な

社会の構築」に向けて、行政、企業、消費者は互いに連携し、歩みはじめました。�

　企業活動と環境との調和をはかる環境経営の実践は、企業の最重要課題の一つとなっています。さらに、本年2月に

京都議定書が発効したことで、CO2等の温室効果ガスの排出量削減への取り組みやEUを中心とした電子機器に�

関する環境関連法規制への対応等、地球環境保全活動の推進はこれまで以上に重要性を増しています。�

　YOKOGAWAグループでは 「YOKOGAWAは 計測と制御と情報をテーマに より豊かな人間社会の実現に�

貢献する」、「YOKOGAWA人は 良き市民であり 勇気をもった開拓者であれ」を企業理念に据え、かけがえのない�

地球環境を次世代に引き継ぐための行動を実践しています。�

　具体的には、本報告書のなかで特集としてご紹介させていただいた統合生産制御システム「CENTUM」、エネルギー

管理パッケージ「Enemap」等の製品を通じて、省資源、省エネルギー、CO2排出量の削減のためのソリューションを、

幅広くお客様にご提供しております。また、製品の設計にあたっては、環境調和型製品設計ルールを適用しており、�

特に2004年度は、「製品に含まれる有害物質基準」を全面的に見直し、有害化学物質の削減に努めております。�

　YOKOGAWAグループは、これまで蓄積した技術とノウハウを活用し、環境ソリューションと環境調和型製品の提供、

自らの事業活動における環境負荷の低減、さらにお取引先や地域社会との協調により、持続可能な社会の構築に貢献

できるものと確信しております。また、これからもコンプライアンスや企業行動規範を徹底するとともに、その実効性を�

高めるための仕組みや教育を充実させ、法令や規範遵守に努めていきます。そして健全で利益ある経営（Healthy＆

Profitable Operation）をYOKOGAWAグループ全体に展開してまいります。�

　私は、環境経営とは、こうした一連の取り組みを着実に実践するとともに、環境情報等の開示を通して経営の透明性

を確保し、説明責任を果たすことだと考えています。本報告書を通じてYOKOGAWAグループの環境経営に対する�

取り組み姿勢と活動をご理解いただくとともに、多くの皆様と双方向のコミュニケーションができることを希望しております。

本報告書をご高覧いただき、忌憚のないご意見を賜れば幸いに存じます。�

　2005年6月�
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編集方針 

会報告書発行の目的 
 

YOKOGAWAグループ環境経営報告書2005は下記の編集方

針に従って作成しました。 

 

編集方針 

○多くのステークホルダーの皆様との連携の強化に留意し、

YOKOGAWAグループにおける一年間の環境への取り組み

状況をできるだけわかりやすくお伝えします。 

○理解の容易性を高めるため、各ページに見出しと前文を設け、

全体像が把握できるように努めます。 

○読みやすさを重視し、業界用語・社内用語は可能な限り使用し

ません。 

○企業の社会的責任を考慮し、人・社会との連携の項目をより充

実させます。 

○好評であった現場の声をお伝えする担当者コラムを引き続き掲

載します。 

 

対象期間 

　2004年4月1日～2005年3月31日 

 

発行日 

　2005年6月（次回は2006年6月予定） 

 

データ対象範囲 

　YOKOGAWAグループ国内20社、海外23社をデータ対象範

囲としました。 

　環境会計など個別の対象範囲を定義しているものについては

各掲載箇所に別途明記しています。 

 

参照ガイドライン 

「環境報告書ガイドライン（2003年度版）」（環境省） 

「環境会計ガイドライン2005年版」（環境省） 

「サステナビリティ・リポーティング・ガイドライン2002」（Global 

Reporting Initiative） 

データ対象範囲43社 

商　

英文商

代表取

創　

設　

資本

売上

 

営業

 

従業

1,00

2,00

3,00

4,00

売上高

売上

従業
従業員

5,00

10,00

15,00

20,00

事業
○電

計

○計

○航

国内 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
海外 

横河電機（株） 
横河エイ・アイ・エム（株） 
横河ディジタルコンピュータ（株） 
国際チャート（株） 
横河Ｍ＆Ｃ（株） 
盛岡特機（株） 
日本システム技術（株） 
（株）オメガシミュレーション 
（株）横河サーテック 
早稲田大学ラーニングスクエア（株） 
横河商事（株） 
（株）ワイ・ディ・シー 
横河電子機器（株） 
横河電陽（株） 
横河フィールドエンジニアリングサービス（株） 
横河情報システムズ（株） 
横河エレクトロニクス・マニファクチャリング（株）※1 
横河パイオニックス（株） 
横河システムエンジニアリング（株） 
横河トレーディング（株） 
 
横河電機（蘇州）有限公司 
横河西儀有限公司 
上海横河石化自控有限公司 
上海横河電機有限公司 
重慶横河川儀有限公司 
蘇州横河電表有限公司 
上海横河国際貿易有限公司 
Yokogawa Electric Asia  Pte. Ltd. 
P.T. Yokogawa Manufacturing Batam 
Yokogawa Engineering Asia Pte. Ltd. 
Yokogawa Electric Korea Co., Ltd. 
Yokogawa Electronics Manufacturing Korea Co., Ltd. 
Yokogawa Measuring Instruments Korea Corp. 
Yokogawa Taiwan Corp. 
Yokogawa Europe B.V. 
Rota Yokogawa GmbH & Co.KG 
Yokogawa Marex Limited 
Yokogawa Corporation of America 
Yokogawa America do Sul Ltda. 
Yokogawa India Ltd. 
Yokogawa Middle East B.S.C（c） 
Yokogawa Australia Pty. Ltd. 
Ltd. Yokogawa Electric

※1 本報告書においては、横河エレクトロニクス・マニファクチャリング（株）を 
　　YMFと略して記載しています。 人
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会社概要 「企業理念」 
 

「YOKOGAWAグループ 
  環境マネジメント基本規程」※抜粋 
 

環境基本理念 
「YOKOGAWAは 計測と制御と情報をテーマに より豊かな人間

社会の実現に貢献する」の企業理念に基づき、YOKOGAWAグ

ループは、かけがえのない地球の環境保全が人類共通の最重要

課題であることを認識し、産業の発展と環境との共生の実現に貢

献する。 
 

環境基本方針 
YOKOGAWAグループは、地球環境保全の取り組みを経営の最

重要課題の１つと位置付け、環境マネジメントシステムを確立し、

環境パフォーマンスの継続的改善を図る。そのためにグループ各

社は 

○資源循環型経営を推進する 

○地球環境保全に貢献する 

○環境に配慮し、自律的に行動する 
 

環境行動指針 
YOKOGAWAグループは、企業活動のあらゆる面で地球環境保

全に配慮して行動する。そのためにグループ各社は 

○自らのあらゆる環境負荷を低減し、資源循環型経営を推進する。 

○お客様の地球環境保全活動を積極的に支援する。 

○グローバルな地球環境保全への取り組みに、積極的に参加、

協力する。 

新長期経営構想 
「VISION 21 & ACTION 21」※抜粋（環境関連） 
 

YOKOGAWAグループは、産業、社会システム分野において、お

客様と共に価値を創造し、21世紀の地球環境保全や資源循環

型社会をはじめとする、豊かな人間社会の実現に貢献する。 

商　号： 

英文商号： 

代表取締役社長： 

創　立： 

設　立： 

資本金： 

売上高： 

 

営業利益： 

 

従業員： 

横河電機株式会社 

Yokogawa Electric Corporation 

内田　勲 

大正4年（1915年）9月1日 

大正9年（1920年）12月１日 

323億600万円  

3,870億円（連結） 

2,497億円（単独） 

247億円（連結） 

137億円（単独） 

18,972人（連結） 

  5,112人（単独） 

 

0
（年度） 20032002200120001999

1,000

2,000

3,000

4,000

売上高（億円） 

売上高グラフ 

従業員数グラフ 
従業員数（人） 

0
2000年 
3月 

2001年 
3月 

2002年 
3月 

2003年 
3月 

2004年 
3月 

5,000

10,000

15,000

20,000

 

 

 

 

1,728

単
独 

3,134

連
結 

連結 

単独 

2,027

単
独 

3,526

連
結 

1,709

単
独 

3,108

連
結 

1,818

単
独 

3,287

連
結 

2004

2,497

単
独 

3,870

連
結 

2,203

単
独 

3,719

連
結 

 

 

5,952

17,249

5,852

18,504

5,755

17,244

5,538

18,675

5,526

18,364

2005年 
3月 

5,112

18,972

事業内容 
○電気計測、測定器、工業計器、科学・分析計、情報システムなど 

計測制御及び情報処理に関する装置・システムの製作販売 

○計装に関する工事ならびにこれらに関する器材の製作販売 

○航空宇宙用機器ならびにその他の産業用機器の製作販売 

（2005年3月現在） 
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―「京都議定書」の発効を受けて 
　2005年2月16日に「京都議定書」が発効しました。この

議定書で地球温暖化などの環境問題がすべて解決す

るかというと、現実は難しいのかもしれません。しかし、環

境問題に対する国際的な取り組みの第一歩が踏み出さ

れたことは確かであり、各国は温室効果ガス削減目標に

向かって、より積極的な取り組みを展開していくことになり

ます。私たちYOKOGAWAグループにおいても、これま

で以上に環境保全活動を推進・実施していくつもりです。 

 

―資源多消費型社会から資源循環型社会へ 
　地球温暖化問題は化石燃料に端を発するところが

大きいと思います。化石燃料はCO2（温室効果ガス）を

大量発生させ、気温上昇の結果、海水の膨張や氷河等

の融解が海面の上昇を引き起こし、世界各地の港湾都

市やミクロネシア等の地域を水没の危機に直面させて

います。しかし、人類は、化石燃料にたより、代わるべき

エネルギー源を完全に実用化できていません。したがっ

て現在は、人類が新たなクリーンエネルギーシステムを

構築するまでの「時間稼ぎ」の段階だと認識すべきです。 

　また、現代社会は実に便利なものですが、その利便

性は数多くの化学物質によって支えられている部分も

多いと思います｡しかしながら大量の化学物質を使用

することで、水質汚濁、土壌汚染や大気汚染などを引き

起こしており、人類を含む地球の生態系を蝕んでいると

も言えます。これからの社会は早急に「資源多消費型

社会から資源循環型社会」に移行しなければならない

のは明らかだと思います。 

 

―YOKOGAWAグループの環境経営 
　このような状況を認識し、YOKOGAWAグループで

は環境経営を実践しています。 

　YOKOGAWAグループの環境経営とは、資源やエ

ネルギーのムダをなくして経営効率を高め、健全な利益

を継続的に産み出しつつ、お客様を含めた社会全体の

環境負荷削減に貢献していくことです。生産が増える

とエネルギー消費量やCO2排出量もある程度は増えざ

るを得ません。しかし「持続可能な社会を次世代に引き

継ぐべき」私たちの世代責任を考えると、エネルギーや

資源使用量の増加は最小限に抑制されるべきです。
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YOKOGAWAグループの環境経営 

横河電機の環境担当執行役員で、経営監査本部長でもある沖野清昭が、 

YOKOGAWAグループが取り組んでいる環境経営や 

CSR活動（企業としての社会的責任を果たす活動）についてご紹介します。 

環境担当執行役員　経営監査本部長　 沖野 清昭 

人
・
社
会
と
の
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0 5

地球環境 

社会 

持続可能な 

資源循環型社会の構築 

YOKOGAWAグループ 
環境経営の推進 
省資源・省エネルギー 

環境汚染の予防 

廃棄物削減とリユース・ 

リサイクルの推進等 

お客様 
環境経営の推進 
省資源・省エネルギー 

環境汚染の予防 

廃棄物削減とリユース・ 

リサイクルの推進等 

環境ソリューション・ 

環境調和型製品の提供 

 

YOKOGAWAグループは、 

全事業領域において 

　●環境活動を積極的に展開すること 

　●環境活動をベースにお客様へ 

環境ソリューションや環境調和 

型製品を提供すること 

により地球の環境負荷低減を目指し

ていきます。 

 

そしてこれらの活動を通して 

YOKOGAWAグループは、 

お客様とともに持続可能な 

社会の構築に貢献していきます。 

全事業領域：経営トップ、企画、研究・開発、設計、販売、調達、生産、物流、サービス、回収・リサイクル 

環 境 活 動：省資源・省エネルギー、環境汚染の予防、廃棄物削減とリユース・リサイクルの推進等 

YOKOGAWAグループの環境経営 

YOKOGAWAグループではこうした考えのもとに、具

体的に次のような活動を進めています。 

　第一は、YOKOGAWAグループとしての環境負荷削

減活動です。各事業組織の職場単位ごとで改善課題を

決め、数値化された改善目標・達成目的に取り組む形で、

省エネルギー活動や有害物質の削減等を推進しています。

また、それらの活動成果に対して積極的に情報開示を

行っています。開示においては、個々の達成成果を数値

で表すとともに、グループ全体での取り組みが見えやすい

ように、指標（エコポイント P.12参照）を活用しています。 

　第二は、「お客様とともにたゆまぬ努力を重ね、お客様

へのソリューション提供を通して環境問題の緩和に貢献

していく」活動です。さいわいに、私たちの事業領域であ

る「計測・制御・情報」の三分野では、お客様の環境負荷

の定量的な把握、削減や生産性向上に寄与することが

できます。したがって私たちの使命は、優れた性能を持つ

新製品を次 に々お客様に提供していくことだと言えます。 

　第三は、YOKOGAWA人の一人ひとりが、企業市

民として環境保全に取り組むとともに、その輪を各々の

友人・知人、地域の皆様のあいだにひろげていくことで

す。家庭部門における電力消費量の伸びが、公共部

門や産業部門のそれを大きく上回っている現在、こうし

た活動も重要な取り組みだと考えています。 

 

―より信頼される企業を目指して 
　近年、企業を評価する社会の視線が、「どれくらいの

利益や売上を上げているか」だけでなく、「いかに社会

に貢献しているか」にも向けられるようになっていま

す｡YOKOGAWAグループでは、こうした視線の変化以

前から、環境への取り組みはもとより、企業倫理やコンプ

ライアンス（法令遵守）に注力しており、利益や株価だけ

でなく、広く社会に貢献する企業像を追求しています。 

　具体的には、高齢者や障害者の雇用において、その

能力を活かした人材活用に取り組んでいます。また、各

工場が立地する地域社会に対しては、近隣住民との

ふれあいを大切にしています。さらには、従業員による

駅前清掃や、玉川上水の環境浄化運動などを実施し

ています。2004年度は、こうした取り組みに対して、経

営倫理実践研究センターより、「経営倫理努力賞共生

特別賞」を受賞しました。 
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技術の蓄積と環境への熱い思い。YOKOGAWAグループはいつの時代も、こうした思いを形にしてお客様に提供してきました。 

30年という長い歴史を持つCENTUMはまさしくその代表製品といえます。 

本報告書では、そのような歴史と思いをステークホルダーの皆様に知っていただけるよう、CENTUMの営業マンが語ります。 
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プロセスオートメーションとともに30年 
　2005年は、CENTUMの初号機が誕生してから30年

目にあたります。むろんそれ以前にも、私どもは石油化

学をはじめとする様 な々流体処理系のプラントに、制御

システムをご提供していたのですが、それは現在からみ

れば非常に素朴なものでした。 

　例えば、ある流体の流量を制御するという最も簡単

な例で考えると、流量計で流量変化を測り、そのデータ

をアナログのコントローラに取り込んで設定値と照合させ、

出力側でバルブの開閉を調節していました。この制御

機能がコンピュータで行われ始めたのは、1960年代に

入ってからのことです。しかしそれは集中制御方式で

したので、システムの異常が生産設備全体に深刻な打

撃を与えることは避けられませんでした。この問題を分

散制御方式でクリアしたのが1975年に出たCENTUM

の初号機です。CENTUMもこの30年間に進化し、制

御規模の増大・信頼性や操作性の更なる向上・オープ

ン化の実現など、時代の要求を高いレベルで実現し、

世界最高の制御システムに成長しています。 

 

本来機能の充実が環境負荷削減にも寄与 
　CENTUMの開発思想は、初号機から現在まで一貫

しています。それは安定操業に欠かせない信頼性と、

お客様が目的に応じてシステムを構築・発展させられる

しなやかな柔軟性です。そして、安定操業と生産効率

の向上によりお客様の利益に貢献するとともに、無駄な

エネルギー使用も減らし、結果的に省エネに寄与します。

CENTUMを活用されて、省エネ等の環境負荷削減を

考えられるお客様が増えていることは、YOKOGAWA

グループとしてうれしい限りです。エネルギーや物質を

制御する性能で、CENTUMはお客様から絶大な信頼

を得ています。これはとても貴重なことではないでしょうか。 

 

CENTUMの営業マンとして考えること 
　私はこれまでにお客様から「やっぱりCENTUMはい

いね」という言葉をかけていただきました。それはなによ

りうれしいことです。そのたびに考えるのは、初号機を

開発された先輩たちの偉大さです。いまから30年も前

に「お客様第一」の思想や、「より豊かな人間社会の実

現に貢献する」というYOKOGAWAの企業理念を、よ

くもここまで製品に反映できたものだと感じています。「お

客様第一」に徹することによって、ひろく社会全体に寄

与していくというYOKOGAWAのスタンスは今も昔も変

わりません。これからも、CENTUMはますます進化して

いくことでしょう。社会から信頼され、お客様からも喜ば

れるよう、私も努力していきたいと考えます。 

統合生産制御システム CENTUM

ソリューション事業部1営統本第3営統第2営業部（豊田） Interview with TAKANAO TOMIOKA 冨岡 孝直 

特集2004
お客様での環境負荷削減に貢献するYOKOGAWAグループ 
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生産制御システム 
CENTUM CS 3000 R3

 

 

 

 

 

 

 

 

工場外観 

環境経営報告書 ２００５ 

オペレーションルーム 
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直 

既設プラントの 
操業効率大幅向上 

 北海道三井化学株式会社 様 

北海道三井化学株式会社様は、ノンホルマリン接着剤

や、低ＶＯＣ加工用樹脂の開発など、循環型社会の実

現に貢献している会社です。品種増加への対応には既

存システムの容量、能力ともに限界のため、CENTUM 

CS 1000の高性能、高信頼性などを評価されて採用。

既存システムが横河電機製品であったこともあり、接続

性の良好、既設システムのソフト資産再利用などができ、

立ち上げ時間短縮ができました。また、CS 1000導入に

伴い、銘柄管理パッケージを採用することができ、銘柄

切り替えや銘柄データの修正時運転をオペレーターの

誰もが簡単に操作できるようになり、運転効率が向上、

大幅なコストダウンを実現できました。 

熱供給プラントにおける 
省エネルギー、省力化 

西日本環境エネルギー株式会社 様 

地域熱エネルギー供給プラントは、地域内の各建物に

必要な熱源を集中して製造供給するため、安定供給が

求められ、かつ集中運転管理が必要となることから、優

れた信頼性と制御性を持つ制御機器としてCENTUM 

CS 1000が採用されました。制御情報処理能力による

確実な定周期スキャンや、4画面同時表示、充実したト

レンド機能などによる効率的なオペレーションが可能と

なり、熱を中央監視室より地域のお客様の需要に応じ

て製造供給することによって省エネルギーにつながって

います。供給側に求められる責務は厳しいなか少人数

のオペレータで安定した供給体制が可能になり、大変

満足されています。 

各地で活躍するCENTUM

初代CENTUM

事例2事例1
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プラン

2004年度は、エネルギー管理パッケージEnemap（エネマップ）を、工場の原動力設備や 

地域冷暖房システムなどに導入いただきました。省コスト、省エネルギー、環境負荷低減へのニーズが高まる中、 

Enemapは各方面から注目されています。ここでは、Enemapがどのような特長を持っているかをご紹介します。 
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未来の需要変動を予測してエネルギーの 
ベストミックス利用を提案するEnemap 
　エネルギー管理パッケージEnemapは、YOKOGAWA

の汎用型プラント情報システムであるExaquantum（エ

グザカンタム）をプラットフォームとして稼働します。

Enemapは、（1）電力、蒸気、冷水や温水などの未来の

需要量を予測する機能（2）予測した需要量を満たす

ために必要な設備の運転計画を、燃料のコスト削減や

環境負荷低減を目的として導出する機能（3）長期間の

運転データを基に運転効率などの傾向を分析し、設備

のコンディションを診断する機能（4）豊富な管理帳票機

能を合わせ持っています。予測需要を基にエネルギー

源（電力、都市ガス、重油など）を最も有効に使う組み合

わせ（ベストミックス）を導き出し、ボイラや熱源機器の運

転台数や発停時期を自動計画します。更に運転計画

に従って運転台数制御までも実現します。またWeb環

境にて遠隔地からのエネルギー管理も可能です。いわば、

エネルギーを賢く使うナビゲーションシステムといえます。 

 

Enemap開発の背景と経緯 
　温室効果ガスであるCO2の大部分は、化石燃料の

使用や、これを熱源とする電力の使用に伴って排出さ

れています。このことから、「エネルギーの使用の合理

化に関する法律」（省エネルギー法）や、2005年2月16

日に発効した京都議定書では、産業のあらゆる分野に

おける徹底した省エネルギーとCO2排出量の削減を求

めています。 

　YOKOGAWAグループではこうした情勢に合わせて、

2001年頃から最小のエネルギー投入で最大の生産効

率が得られる、コストパフォーマンスと環境効率に優れ

るエネルギー管理ソフトの開発に取り組んできました。 

　その過程で注目したのが、産業施設のエネルギー需

要に大きな影響を及ぼしている気温や湿度を、定期的

に受信して予測に役立てられないかという点でした。プ

ロジェクト発足当時は配信単価も高かったのですが、最

近では様 な々気象サービスも登場し、選択肢が広がっ

てきました。そこで、前述のように気象予報データの自

動配信サービスを活用し気象情報を自動的に取り込む

ことにしました。Enemapの負荷予測では48時間先まで

の気象予報データを3時間おきに自動更新し、予測演

算の精度を向上させています。また、運転計画を導出

するためにはプラントをモデル化する必要がありますが、

これを極力簡単に実現できるように工夫してきました。

現在では、最適化計算に必要なプロセスモデルを容易

に構築することを目的とした、エンジニアリングツールを

開発しています。 

 

良き企業市民として、これからも地球環境の 
改善に役立つソリューションを 
　プロジェクトの企画段階では、沢山の人が持つ経験

や知恵を組み合わせ、工夫したり、努力したりを繰り返

しながら段 と々形が見えてきました。時間が沢山あれば

とか、もっと人手があればとか、予算がとか・・・悩みの種

は尽きません。Enemapも多くの山や谷を越えて横河

電機の新商品として世に出ました。エネルギー管理パ

ッケージEnemapは省エネルギーや環境負荷低減とい

う地球規模の宿題へYOKOGAWAグループが出す

答えの一つ、ソリューションだと考えています。 

　2005年に開港した中部国際空港のエネルギー供給

会社である、中部国際空港エネルギー供給株式会社

様をはじめ、多くの工場の原動力設備への導入が始ま

っています。YOKOGAWAグループの活動が地球環

境問題への取り組みにつながり、良き市民としての証に

なっていくことを強く願うものです。 

エネルギー管理パッケージ Enemap

特集2004
お客様での環境負荷削減に貢献するYOKOGAWAグループ 
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特集2004

INTERVIEW 

　YOKOGAWAグループでは、コラボレーションによる横断的なプ

ロジェクトチームを立ち上げ、成功させてきました。Enemapもその一

つです。Enemapは2001年当時、エネルギー管理システムに注目し

ていたSEの安部と、研究開発の福沢、Exaquantumの販推担当だ

った渡辺の3人が、協同企画し開発を始めました。彼らはその共同

作業を振り返って以下のように語っています。 

 

安部―近年、地球環境の問題がクローズアップされ、以前にも増し

て省エネルギーや省コストが重要視されるようになったことから、設

備（工場）全体の最適性を考慮した運転を必要とする場面が増え

てきています。そこで、これをなんとかコンピュータの力を借りて支援

できないか、最も好ましい運転の仕方をナビゲートする良い手段はな

いかと、福沢さんに相談をもちかけたのです。 

 

福沢―当時私は、エネルギー分野の大きな変化を感じており、手始

めに遠隔監視システムの付加価値付けを目標としてエネルギーソリ

ューションを探っていました。コジェネレーションや冷凍機などについ

ては、自社の所有するコジェネレーション設備に足を運び、データを

貰って解析などを繰り返していました。 

その時期に提案したテーマの１つが運転最適化だったわけですが、

この効果を実証するためのテストプラントがあったこと、安部さんら

のおかげでエンドユーザ様と直接の会話をさせていただいたことは

開発に大変役立ちました。それから最適化問題の汎用化、高速化

などの問題を開発チーム員の大原、本城と一緒にクリアしつつ、負

荷予測のエンジン開発にも取り組んでいきました。 

 

渡辺―私は販売を始めたばかりのExaquantumをユーザー様や

弊社営業関係者に新製品紹介をしながら、その上に搭載するソリ

ューションのテーマを探していました。Exaquantumはプロセスデ

ータを長期間貯めるためのデータベースです。その貯めたデータ

を使って何ができるか、どんなソリューションが提供できるのか、考

えを重ねる毎日でした。開発メンバーとの熱い議論を通して、新製

品にExaquantumが有効であると確信しました。 

 

酒井―私はEnemapの開発企画審査を担当しました。エネルギー分

野におけるソリューションとなることを願ってEnemapと命名しました。

部門横断型コラボレーションによる開発で、よい物が早くできたと思っ

ています。 

プロジェクト関係者 

（左から渡辺恒、大原健一、酒井健司、安部裕人、本城仰太、福沢充孝） 

環境経営報告書 ２００５ 

電力設備 コジェネレーション設備 排熱回収設備 ボイラー設備 供給熱量管理 ターボ冷凍機 吸収式冷凍機 

エネルギー管理帳票 設備傾向分析 

需要負荷予測 

制御出力処理 

コスト最適運転計画 

クライアント 
PC

プロセスデータ収集／起動停止指令出力 

リアルタイムデータベース 

月締データ 
日締データ 

時締データ 

1分データ 

保存データ 
メンテナンス 

プラント制御システム プラント情報システム 
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０
４ 
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お
客
様
で
の
環
境
負
荷
削
減
に
貢
献
す
る
Y
O
K
O
G
A
W
A
グ
ル
ー
プ 

Enemapを活用したエネルギー管理制御システム構成図 
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1 0 持続可能な社会の構築のために 

持続可能な社会の構築に向け、YOKOGAWAグループでは 
環境マネジメントシステム（EMS）の構築をグループ・グローバルで展開しています。 

グループ・グローバルで展開する 
環境マネジメント 

環境マネジメント活動 
グ
ル
ー
プ
概
要 

特
集
２
０
０
４ 

環
境
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト 

環
境
製
品
・
ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン 
環
境
パ
フ
ォ
ー
マ
ン
ス
改
善
活
動 

環
境
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
活
動 

ISO
　持

てい

考え

ジメ

開し

がそ

維持

在の

イト

 
環境
（１）

　Y

シス

200

しま

その

（２）

　横

本審

規格

認証

その

れて横河電機の環境活動推進組織体制（2004年度） 

環境担当役員 社　　　　長 

経営監査本部 

経営管理本部・品質保証本部 

地球環境室 

省エネWG

廃棄物WG

環境調和計設専門委員会 

化学物質管理専門委員会 

技術開発本部 

通信・測定器事業本部 

IA事業本部 

ソリューション事業本部 

航空宇宙・特機事業本部 

生産事業本部 

事業連結会社 

事業連結会社 

事業連結会社 

ＡＴＥ事業本部 

事業連結会社 

事業連結会社 

事業連結会社 

地球環境委員会 

コーポレート・マーケティング本部 事業連結会社 

事業連結会社 

グループ全体で自律的に展開するEMS活動 
　横河電機本社・工場では、これまでYMF甲府工場、

YMF小峰工場、YMF青梅工場と統合4サイトとして

ISO14001の認証を取得し、同一の環境マネジメントシ

ステム（EMS）の基で、持続可能な社会の構築に向け

活動を行ってきました。そして、それぞれの会社が自ら

の事業領域でこれまで以上に自律的に環境保全活動

を推進するため、2004年8月に統合4サイトから横河電

機本社・工場を分離して横河電機本社・工場、YMFが

それぞれ単独で認証を取得しました。 

　YOKOGAWAグループはこれからも、グループの環

境目標達成に向かって各社が自律的に活動する体制

の構築を推進し、グループ・グローバルで企業の発展と

地球環境の保全の両立を図り、持続可能な社会の構

築への貢献を継続していきます。 

 
本来業務の中に取り込んでEMSを推進 
　YOKOGAWAグループでは、事業連結会社に対す

るEMSの指導・支援は、各々の事業連結会社を担当す

る各本部・事業本部が責任を持って独自に行う体制を

構築しています。2004年度は、各組織が業務に密着し

たテーマを年度の目標として取り上げて環境保全活動

を展開しました。こうした活動により、EMSの確立、維持、

向上を積極的にYOKOGAWAグループ全体で推進

することができました。また、省エネルギーや廃棄物削

減においても、継続的に改善活動を推進しました。 

 
危険物保管倉庫改善による水資源の節約 
　中国の蘇州横河電表有限公司では、気温が35℃以

上になると危険物保管倉庫の熱絶縁のため、屋上に散

熱シャワーをする規定を定めていました。屋上を改造し、

このシャワーの代わりに屋上に熱絶縁水を貯めることで、

使用する水を大幅に減らす

という改善を試みました。この

改善により、年間約1,600m3

の水を使用していたものが

改善後には23m3になり、

98.6%の削減に成功しました。 

 

NEWaterを使用したエアコンで水資源節約 
　水資源に乏しいシンガポールではNEWater（高度

処理した高品質の再利用水）の使用を推奨しています。

Yokogawa Electric Asia Pte.Ltd.ではこの推奨に応

じ、2004年12月より建物の空調装置を、NEWaterを使

用したエアコンに切り替えました。これにより、水資源の

有効活用に貢献することができました。 

蘇州横河電表有限公司 
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1 1

環境マネジメント活動 

環境経営報告書 ２００５ 

グ
ル
ー
プ
概
要 

特
集
２
０
０
４ 

環
境
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト 

環
境
製
品
・
ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン 

環
境
パ
フ
ォ
ー
マ
ン
ス
改
善
活
動 

環
境
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
活
動 

ISO14001の認証取得状況 
　持続可能な社会の構築に向け、環境経営を実践し

ていくためには、適切なEMSの構築が不可欠であると

考えています。YOKOGAWAグループでは「環境マネ

ジメント基本規程」（P.3参照）に基づき環境活動を展

開しています。そして、2005年度までに、グループ各社

がそれぞれの事業や組織に見合ったEMSを確立し、

維持・向上することを目指しています。2005年3月末現

在のISO14001認証取得サイトは国内9サイト、海外7サ

イトです。 

 
環境監査 
（１）環境内部監査 

　YOKOGAWAグループにおける環境内部監査とは、

システム監査、遵法監査、パフォーマンス監査を指します。

2004年度も引き続き、全サイトで環境内部監査を実施

しました。一部のサイトでは、観察事項が指摘されており、

その後速やかに是正処置を実施しました。 

（２）環境定期審査 

　横河電機本社･工場は統合4サイトからの分離による

本審査、YMFは更新審査を受け、ISO14001における

規格の要求事項を満足していることが確認され、継続

認証を受けました。横河電子機器、国際チャートなど、

その他のサイトにおいても効果的にEMSが継続運用さ

れていることが認められ、認証継続されました。 

環境監査審査項目 

システム監査 

遵法監査 

パフォーマンス監査 

組織・体制、目標管理、教育、運用管理・是

正などの状況を調べ、システムが有効に

機能しているかを確認する。 

法規制値の運用と監視（資格・届出・測定

データ）などの状況を調べ、法その他の要

求事項が遵守されているかを確認する。 

目標と実績、法規制値のデータなどの状

況を調べ、自主的に定めた運用項目が確

実に実行されているかを確認する。 

 

 

 本社／小峰工場 

 甲府工場 

 青梅工場 

 駒ヶ根工場 

中国(蘇州)   

シンガポール  

中国(上海)   

インドネシア   

中国(重慶)   

シンガポール 

中国(蘇州) 

ISO14001認証取得状況 

※横河エレクトロニクス・マニファクチャリング(株)本社／小峰工場、甲府工場、青梅工場は統合認証 

2005年3月末現在 

サイト 

横河電機(株)本社・工場  

横河エレクトロニクス・ 
マニファクチャリング(株)※ 

 

 

国際チャート(株)  

横河トレーディング(株)  

横河フィールドエンジニアリングサービス(株)    

横河電子機器(株)  

蘇州横河電表有限公司 

Yokogawa Electric Asia Pte. Ltd.  

上海横河電機有限公司  

P. T. Yokogawa Manufacturing Batam  

重慶横河川儀有限公司  

Yokogawa Engineering Asia Pte. Ltd. 

横河電機（蘇州）有限公司   

登録日 

1997年  7月 

1997年  7月 

1997年  7月 

1997年  7月 

1999年 11月 

1999年  1月 

1999年  2月  

2000年  2月 

2000年 11月 

1998年  5月 

1998年 10月 

2000年  3月 

2000年  4月 

2000年 12月 

2001年  8月 

2004年  5月 
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1 2 持続可能な社会の構築のために 

環境

分

資源

 

温暖

 

大気

環境

分

（1

 

 

（2

（3

（4

（5

（6

環境

効

リサ

省エ

省資

設備

項

当該

当該

環境

項

環境

 

当該

環境負荷 
効率  ＝ 

売上総利益 

E P

2004年度エコバランス 

石油 822kl

燃焼 SOX 3.3t
工場廃水 
124千m3

埋立廃棄物 193t

焼却廃棄物 569t

化学処理廃液 1,582t
生活廃水 
540千m3

NOX 9t

Co2 5,891t

エネルギー 
9.06×108MJ

循環資源 
3,851t

大気への排出 
8,282.9t

水域への排出 
664千m3

廃棄物 
2,344t

部品 
材料 

排出 
（OUTPUT） 

投入 
（INPUT） 

製造／販売／サービス 

水 
756千m3

物質等 

ガス 251万m3

井戸水 412千m3

鉛 18.0t

紙 503t

トリクロロチレン等 3.8t

有機則対象物質 12.96t

毒劇物 6.5t

水道水 344千m3

買電 
116,686MWh

電力 
119,052MWh

発電 
2,366MWh

製品 

0
（年度） 

環
境
負
荷
効
率 

2000

1

2

3

2.09

認証取得サイト 

2001

1.84

2002

1.76

2003

1.76

2004

2.24
1.95

環境負荷効率経年変化 

人
・
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の
連
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200

集計
対象

最
環

20
　Y

表の

会計

YOKOGAWAグループでは、 
持続可能な社会の構築を目指すべく、 
事業活動に伴う環境負荷の全体像を把握・管理しています。 

環境負荷の全体像の把握 
　YOKOGAWAグループでは、事業活動全体を通じ

たインプット、アウトプットのエコバランス※1を把握・管理し、

持続可能な社会の構築に向け、資源の有効利用、エネ

ルギー効率の向上、地球温暖化防止、循環資源化率

の向上に役立てたいと考えています。 

　2004年度、YOKOGAWAグループのエコバランス※1

は下図の通りです。 

 
環境負荷指標「エコポイント」 
　YOKOGAWAグループは2000年度より環境負荷の

共通数値指標として「エコポイント（EP）」を使っています。

エコポイントは各環境負荷量のLCA※2インベントリー分

析※3結果にスイスの環境省で使用しているエコファクタ

ー※4を乗ずることで、エコポイント（単位：EP）を算出しま

す。これにより環境への影響度を統一的に評価するこ

とができるようなりました。ＥＰの数値が大きいほど環境

への影響が大きいことを意味します。 

　2004年度の認証取得14サイトにおけるエコポイントは、

35,495EPで前年度より、1,481EP減となりました。 

環境経営の指標 
　YOKOGAWAグループでは環境経営の進捗状況を

表す指標として「環境負荷効率」を活用しています。環

境負荷に対し、どれだけ効率よく経済価値を生み出し

ているかを測定する指標で、以下の式で定義しています。 

環境負荷の全体像を把握するために 
独自の環境負荷指標を設定・活用 

環境負荷の全体像 
グ
ル
ー
プ
概
要 

特
集
２
０
０
４ 

環
境
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト 

環
境
製
品
・
ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン 
環
境
パ
フ
ォ
ー
マ
ン
ス
改
善
活
動 

用語の解説 
※1　エコバランス 

エネルギーおよび投入・排出物量（部材、製品を除く）の年間収支（使用
量、排出量）の状況 

※2　 LCA 
材料採取から生産、流通、廃棄までの生涯（ライフサイクル）中で生じる
環境負荷の総合的評価 

※3　インベントリー分析 
投入された各種の環境負荷をLCAデータにより大気圏や水圏にどの程
度排出されているか、その排出量をカテゴリー（温室効果ガス、オゾン層
破壊物質など）別に算出する技法 

※4　エコファクター 
インベントリー分析で求められた各排出物質が環境にどの程度の影響を
与えるかを評価するために設定された重み付け係数 

環
境
負
荷
の
全
体
像 
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1 3

環境保全効果 

分類 2003年度 2004年度 効果 

資源投入 

 

温暖化防止 

 

大気汚染 

効果の内容（単位） 

総エネルギー投入量（TJ） 

水資源投入量（km3） 

CO2排出量（kt） 

CO2排出量売上原単位（t-CO2/億円） 

NOx排出量（t） 

SOx排出量（t） 

777 

797 

42 

16 

38 

36

797 

646 

40 

15 

38 

38

－20 

151 

2 

1 

0 

－2

環境保全コスト（単位：百万円） 

分類 項目 投資額 費用額 

（1）工場内コスト（事業エリア内コスト） 

 

 

（2）調達・物流コスト（上・下流コスト） 

（3）EMS維持管理コスト（管理活動コスト） 

（4）研究開発コスト 

（5）社会活動コスト 

（6）現状回復コスト（環境損傷コスト） 

1）公害防止コスト 

2）地球環境保全コスト 

3）資源循環コスト 

主な取り組み 

監視測定 

省エネ 

廃棄物等の発生抑制 

グリーン調達 

EMS更新、教育 

環境調和型製品開発 

環境イベント 

土壌修復 

15 

88 

0 

0 

0 

0 

0 

0 

103

339 

　47 

197 

4 

265 

12 

52 

0 

916計 

計 

環境保全に伴う経済効果　－実質的効果－（単位：百万円） 

効果の内容 金額 

リサイクルによる収入額(有価物売却等) 

省エネルギーによる費用削減(電力等) 

省資源による費用削減(水、紙等の削減)

40 

21 

33 

94

設備投資と研究開発費（単位：百万円） 

項目　 金額 

当該期間の投資額の総額 

当該期間の研究開発費の総額 

内容等　 

環境を含む全設備投資額 

環境を含む全研究開発費用 

16,451 

29,141

環境ビジネス製品売上げと売上高総額（単位：百万円） 

項目　 金額 

環境ビジネス製品売上高 

 

当該期間の売上高の総額 

内容等　 

環境ビジネス製品（水質浄化・大気保全・廃棄物処理等）など、 

社会的な環境負荷低減に寄与する製品・システムの当期売上高 

環境を含む全売上高 

 

20,160 
（7.7％） 

261,625

環境経営報告書 ２００５ 
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2004年度は海外を含め14サイトを対象に環境会計を実施しました。 

集計範囲：14001認証取得サイト[横河電機(蘇州)有限公司、横河フィールドエンジニアリングサービスを除く]　(P.11参照) 
対象期間：2004年4月1日～2005年3月31日 

最適な環境経営実現を目指し 
環境会計を実施 

環境会計 

2004年度の環境会計 
　YOKOGAWAグループの2004年度の環境会計は下

表の通りです。環境会計の算定基準は、環境省「環境

会計ガイドライン2005年版」に準拠しています。 

 

　環境保全対策に伴う経済効果は、昨年までは推定

的効果を算入していましたが、不確実性を伴うため、今

年は実質的効果のみを計上しています。 

グ
ル
ー
プ
概
要 

特
集
２
０
０
４ 

環
境
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト 

環
境
製
品
・
ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン 

環
境
パ
フ
ォ
ー
マ
ン
ス
改
善
活
動 

環
境
会
計 

*YOKOGAWA_p00～36製入ノビ  05.8.3 3:47 PM  ページ 14



1 4 持続可能な社会の構築のために 

地球環境保全活動の推進と継続的な改善を図るため、環境マネジメントシステムを確立する。 

そのため企業活動が環境に与える影響を的確に捉え、技術的、経済的に可能な範囲で、環境

目的・目標を定めて取組むとともに、環境監査を実施し、システムの維持向上を図る。 

環境マネジメントシステムの

確立、維持、向上 

環境関連の法律、規制、協定及び業界の指針等を遵守し、地球環境保全に取組む。 法規制等の遵守 

計測、制御、情報の技術を通して地球環境保全に貢献する、より付加価値の高い製品、サービ

スを社会に提供する。 

環境ソリューションの提供 

環境方針および地球環境保全活動の情報を開示し、広く社会とのコミュニケーションを図る。 環境情報開示 

有害物質、地球温暖化物質、オゾン層破壊物質など、環境に負荷を与える物質は、可能な限り

代替技術への転換を図って削減し、環境汚染リスクを回避する。 

環境汚染物質の削減 

環境方針の理解と意識高揚を図り、業務遂行・地域活動のあらゆる面で環境に配慮して自律

的に行動するため、地球環境保全の教育を行う。 

環境教育の実践 

企業活動の全てにおいて省資源、省エネルギーに取組み、さらに廃棄物削減とリユース・リサ

イクルの推進に努め、ゼロエミッションを目指す。 

資源循環型経営の推進 

地球環境保全活動への参加と社員の自主的な活動を支援し、良き企業市民として社会との

共生に努める。 

社会への環境貢献 

資材調達から製造、流通、使用、廃棄までの環境影響を考慮した製品を開発、生産し、環境負

荷の少ない製品を創出し社会に提供する。 

環境調和型製品の創出 

YOKOGAWAグループ環境方針 

●環境を配慮

た活動の推

●YOKOGA

 

 

●環境保全製

●環境報告書

●鉛フリーは

●六価クロム

●シアンフリ

●トルエン・キ

●自律的行動

●有意業務従

●エネルギー

●廃棄物総発

●社会活動･

●部品・部材

●RoHS指令

●製品アセス

CO2排出量

●環境調和型

取り組み目

YOKOGAWAグループでは「環境マネジメント基本規程」（Ｐ.3参照）に基づき、 
各社の事業内容、地域性を考慮した環境保全活動、 
企業市民としての社会活動に取り組んでいます。 
 

　2

進す

にお

ネル

ソリ

2004年度における 
環境活動の概要 

目標と実績 
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1 5環境経営報告書 ２００５ 

●環境を配慮した業務活動の取り組みを進める（業務に密着し

た活動の推進） 

●YOKOGAWAグループ土壌管理基準に則った土壌管理の向上 

 

 

●環境保全製品の普及と環境ソリューションの推進 

●環境報告書の充実 

●鉛フリーはんだの製品展開 

●六価クロムフリーメッキ技術の確立 

●シアンフリーメッキ技術の確立 

●トルエン・キシレンの削減 

●自律的行動につながる環境基本教育の実施（実施率100%） 

●有意業務従事者への環境特有教育の実施（実施率100%） 

●エネルギーCO2排出量売上原単位を前年比2%削減 

●廃棄物総発生量売上原単位を前年比2%削減 

●社会活動･地域活動への参加 

●部品・部材に含まれる有害物質の調査 

●RoHS指令6物質含有の全廃計画の策定 

●製品アセスメント基準・LＣA基準を適用し、開発製品の

CO2排出量を25%削減 

●環境調和型梱包の拡大 

●業務に密着した49テーマを達成 

●モニタリング井戸等の設置検討中 

●展示会への参加、セミナーの開催 

●データ対象範囲をYOKOGAWAグループ46社に拡大 

●CSR（企業の社会的責任）関連ページの充実 

●鉛フリーはんだの製品納入 

●六価クロムフリーメッキ技術の確立 

●シアンフリーメッキ技術の確立 

●低トルエン・低キシレン塗料の導入 

●100%実施 

●100%実施 

●4.2％削減達成 

●5.7％削減達成 

●各地域の清掃活動へ参加 

●一次調査完了 

●計画策定継続 

●9機種に適用完了 

 

●33機種に適用完了 

○ 

△ 

 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

 

○ 

△ 

○ 

 

○ 

10

25

36

36 

30～36

27 

27 

27 

24

32

23 

28

35

16 

26,27 

17,19 

 

29

2004年度実績 取り組み目標 

2004年度（主要サイト） 

自己評価 
関連ページ 
 

目標と実績 

　2004年度はグループ全体で積極的に環境活動を推

進することができました。特に「環境調和型製品の創出」

においては、本報告書で紹介させていただいている「エ

ネルギー管理パッケージEnemap」を始め、様 な々製品・

ソリューションをお客様にご提供させていただくことがで

きました。 

　2005年度以降は、京都議定書の発効を受け、CO2

排出量の削減活動や省エネルギー対策を中心に、環

境活動をさらに向上させていきたいと考えています。 
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1 6 持続可能な社会の構築のために 

一般資材業者 

 

 

 

 

協力委託加工業者 

環境負荷低減措置 

グリーン購入ガイドライン 

ランクB＝ISO14001認証取得、またはその他の

マネジメントシステム構築の要請文書

を送付 

ランクC＝Bの改善要請に加えて「環境保全協力

依頼書」を送付し、早期改善を要請 

ランクB＝「環境保全協力依頼書」を送付し、早期

の改善を要請 

ランクC＝Bの改善要請に加えて訪問し環境保全

を指導 

YOKOGAWAグループでは環境に配慮した製品の開発を促進するために、 
グリーン調達ガイドラインを制定。 
お取引先と現状確認調査を進めています。 

グリーン調達調査の実施 
　YOKOGAWAグループでは、2000年にグリーン調達

ガイドラインを制定し、環境に配慮した取り組みを実施さ

れているお取引先からの調達を進めてまいりました。

2004年度は、EU規制対応のために「製品に含まれる

有害物質基準」（P.18参照）を見直し、すべての納入

品に対して調査を実施いたしました。 

　実施にあたり、基盤開発支援センターが有害化学物

質管理システムを構築（P.26参照）しました。また、共通

部品は調達・物流部と横河トレーディング、事業部固有

の部品は各技術部がそれぞれお取引先へ調査を行い

ました。各部署が協力してYOKOGAWAグループ製

品からの有害化学物質削減を目指しています。 

　また「グリーン調達ガイドライン」に基づき、お取引先を

A、B、Cにランク分けしています。2004年度は、一般資

材業者59社、協力委託加工業者73社のお取引先の調

査を実施し、一般資材業者で2社、協力委託加工業者

で9社をCランクと評価しました。Cランクと評価したそれ

ぞれの会社に対しては環境負荷低減措置（下表）に

基づき、指導を行いました。 

グリーン購入 
　2003年に文具グリーン購入率目標の80%を達成した

横河電機本社・工場とYMF小峰工場、甲府工場、青梅

工場は、2004年も88%（年平均）の購入率になり、順調に

80%以上を維持しています。 

 

ガイドラインの見直し実施 
　2001年にグリーン購入ガイドラインを制定し、環境に

配慮した商品の購入に努力してまいりました。2004年

度は、組織変更に伴う管理部署の変更などがあり、グリ

ーン購入ガイドラインの全面見直しを実施しました。各

項目における管理部署を再度見直し、変更を必要とす

る項目については管理部署登録の変更を行いました。 

 

社有車のエコカー化 
　横河電機では、営業車を含めた社有車をリース契約

しています。このリース契約車について、2004年度に見

直しを行い、6月より契約更新時には低排出ガス車認定

制度の超・低排出ガス基準をクリアしたエコカー16車種

に絞って、切り替えを行うことを決定しました。これにより、

横河電機で使用している社有車はリース契約満了の

都度、エコカーに切り替えていきます。 

YOKOGAWAグループ全体で取り組む 
グリーン調達・購入活動 

YO
ここ
優れ

お
F
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1 7環境経営報告書 ２００５ 

INTERVIEW 

横河M&C 技術部 河崎 誠 

クランプ電力計 CW240

YOKOGAWAグループでは環境調和型製品の開発を積極的に進めています。 
ここでは2004年度に開発された製品の中でも 
優れた成果をあげた2機種についてご紹介します。 

お客様の環境負荷を低減する、電力計CW240と 
FPDドライバテストシステムST6730

環境調和型製品 
グ
ル
ー
プ
概
要 
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集
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０
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境
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Interview with MAKOTO KAWASAKI

　CW240の開発ではCW140の操作性の良さを継承したので、外形はほとん

どCW140と変わりません。しかし機能を飛躍的に充実させたので、これ自体

の消費電力が増えてしまいがちです。今回の開発ではこの問題をどうやって

抑え込むかに苦心しました。開発の最中は苦しみの連続ですが、技術者には

それが一瞬にして喜びに変わるときがあるのです。やはりそれは、お客様に「あ

の新機能いいね」と言っていただけたとき。こうした「うれしい一言」は必ずメ

ンバーにも伝えるようにしていますね。 

クランプ電力計 CW240 
　横河M&Cはクランプ電力計CW240を発売しました。

この製品の特徴は前機種のCW140にあった瞬時値測

定モードなど4つの機能を、すべて一括測定可能にし

たこと、新たに電圧変動測定機能を追加したこと、

CW140では13次だった高調波解析次数を、50次まで

引き上げたことなどです。また、機能を飛躍的に向上さ

せながら部品点数の削減により環境負荷の低減を実

現しました。 

　なお、原料採取から製品廃棄に至る全プロセスを通

じた環境負荷の総合的評価ライフサイクルアセスメント

（LCA）において、同一機能における環境負荷は、

CW240のほうがCW140よりも、CO2排出量で59.2％、

NOX排出量で58.9％、SOX排出量で59.6％、それぞれ

削減しています。 

 

FPDドライバテストシステムST6730  
　携帯電話の表示窓にみられるフラット・パネル・ディス

プレイ（FPD）を駆動させるICは多ピン化・多階調化の

傾向に進んでいます。この傾向に対応しながら効率よ

く駆動ICのテストを行うため、横河電機は2004年に

FPDドライバテストシステムST6730を発売しました。こ

のシステムは1,000を超す多数のICピンに対して高分

解能デジタイザを対応させて信号を計測するパーピン

デジタイザ方式を採用しており、全ピン信号テストの大

幅な高速化と高精度化を可能にしました。また、前機種

と比べ設置面積が従来比約半分のため省スペース化

に貢献、かつ低消費電力のため省エネにも寄与します。 

　なお、LCAによると、本機は従来機に比べてCO2排

出量で61.7％、NOX排出

量で63.9％、SOX排出量

で58.2％、それぞれ削減

しています。 

ST6730
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1 8 持続可能な社会の構築のために 

①時期 

②評価項目 

 

 

③評価基準 

 

 

 

④合否判定基準 

製品設計における環境アセスメント基準 環境適合設計基準と環境アセスメント基準 

初期設計審査／中間設計審査／最終設計審査 

再資源化・処理の容易性、省資源化、省エネルギー、

長期使用性、回収・運搬の容易性、安全性および環境

保全性、情報開示、梱包など29項目。 

法規制をクリアしていなければ0点。 

法規制をクリアしており、なおかつ30％以上の改善

は4点、15％以上の改善は3点、5％以上の改善は

2点、5％未満の改善は1点とする。 

合格は評価項目に0がなく、総合評価点が従来機種

を上回っていること。 

不合格は評価項目に0があること、または総合評価点

が従来機種と同等以下。改善のガイドラインは25％

以上の改善を目標としており、あくまでも設計に環境

負荷低減の視点を盛り込むことを狙いとしている。 

設計基準 

●環境調和型製品設計ガイドライン 
●製品に含まれる有害物質基準 
●リサイクル製品設計基準 
●環境にやさしい材料選定基準 
●省エネルギー設計ガイドライン 

●製品設計における環境アセスメント基準 
●ライフサイクルアセスメント基準 環境アセスメント基準 

初期設計審査 中間設計審査 最終設計審査 

製品設計 
基本設計 技術試作 製造試作 初回生産 

YOKOGAWAグループでは環境に配慮した製品作りを推進するために 
長期使用や省エネルギー等の項目について設計基準やアセスメント基準を設定しています。 

環境適合設計のためのガイドライン 
　YOKOGAWAグループでは環境調和型製品創出

のために基準を定め、製品開発に取り組んでいます。 

 

（1）環境調和型製品設計ガイドライン 

　製品の長寿命設計、省エネルギー設計、省資源設計、

材料・部品の選択指針、リサイクル・廃棄を考慮した設計、

加工法・組立法が定められています。 

（2）製品設計における環境アセスメント基準 

　再資源化・処理の容易性、省資源化、省エネルギー、

長期使用性、回収・運搬の容易性、安全性・環境保全性、

情報の開示、梱包、と8つの分野でのアセスメント基準を

定め、初期設計・中間設計・最終設計の各審査時に評

価しています。 

（3）製品に含まれる有害物質基準 

　設計段階で環境に配慮した部品、材料を選択する

ための基準です。2004年度は全面見直しを行い、グリ

ーン調達共通化ガイドラインの15物質群の使用禁止物

質、14物質群の自主管理物質、さらにYOKOGAWA

グループ選定の15物質群の自主管理物質、全44物質

群の全廃・削減を進めています。 

（4）ライフサイクルアセスメント（LCA）基準 

　製品のライフサイクルにおける使用エネルギー、CO2

排出量、NOX排出量、SOX排出量などを事前評価する

ための基準で、初期設計・中間設計・最終設計の各審

査時に評価します。 

（5）リサイクル製品設計基準 

　廃棄物発生抑制（リデュース）とともに、使用済み製

品の再使用（リユース）、再生使用（リサイクル）など3R

を促進する基準です。 

（6）環境にやさしい材料選定基準 

　毒性の強い六価クロムやハロゲン系難燃剤の使用

を避けることを明示した基準です。またクロムフリー鋼

板やクロムフリー皮膜処理などにおける推奨品、使用

上の注意点を定めています。 

（7）省エネルギー設計ガイドライン 

　製品使用、製造段階で省エネルギー化を図ることを

明記したガイドラインです。製品の省エネルギー設計技

術や、製造時の省エネルギー設計技術などが紹介され

ています。 

環境
　1
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製品
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る計

　環

象徴

製品
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　2

ワー
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機器

つま
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環境調和型製品創出のために 
独自に設計ルールを設定 
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環境経営報告書 ２００５ 

PRODUCTS環境ラベル適合製品の一例 

環境ラベルと WT3000 
　1999年、YOKOGAWAグループはISO14021で規

定されている自己宣言による環境ラベル（タイプ2）を

計測器業界で初めて導入しました。このラベルは他の

製品と同様、P.18にある各種基準をクリアした優れた環

境性能を持ち、お客様の地球環境保全活動に寄与す

る計測製品に付与されます。 

　環境ラベルは、地球環境を象徴する緑の葉に事業を

象徴する目盛りと針をデザインし、ラベルの下には当該

製品の特筆すべき改善点や特徴などを環境情報とし

て付記しています。 

　2004年度の環境ラベル適合製品は、プレシジョンパ

ワーアナライザWT3000など10機種です。 

　WT3000は世界最高クラスの測定確度を備えた電力計で、

電気機器の省電力化・高効率化を支援します。また、三相

機器の効率測定を1台で可能とするため、入力エレメントを４

つまで装備し、従来機種に比べてCO2排出量を34％、NOX

排出量を36％、SOX排出量を30％それぞれ削減しました。 

 

YOKOGAWAグループでは、計測業界初の自己宣言による環境ラベル（タイプ2）を導入、 
優れた環境性能を有する製品を「環境ラベル適合製品」と認定しています。 

独自の基準で環境調和型製品を認定する 
YOKOGAWAグループの環境ラベル（タイプ2） 

環境調和型製品の開発 
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通信・測定器事業本部 第2開発 PJT センター 岩瀬 久 
Interview with HISASHI IWASE

　WT3000は±0.06％の電力基本確度で電流・電圧・電力を測定できる世

界最高レベルの電力計です。従来の三相電力測定用の電力計は、それぞれ

の相を測定するために3つの入力エレメントを装着するように設計していました。

インバータなどの効率測定を高精度に効率よく測定するために、この製品に

は1台で4つの入力エレメントを実装しています。従来機種の2台分に匹敵す

る性能をほぼ1台の容積で実現しました。このため、プリント基板の実装密度

を上げたり、電源部を小型化したりとスペース設計に苦心しました。また8.4型

の液晶ディスプレイの搭載により、測定値の視認性や操作性を改善しました。

お客様にWT3000をご利用いただくと、電気機器の省エネルギー性能の向

上に貢献でき、それを通して自分自身もひろく世の中の環境保全に貢献でき

る……。これは開発者ならではの醍醐味だと思っています。 

WT3000

デジタルオシロスコープ 
DL7440／DL7480

当社DL2700(8chモデル)に比べ 
消費電力を約1／2に低減 

プレシジョンパワーアナライザ 
WT3000

機器の省電力化・高効率化を支援 
するために高精度に電力測定がで 
きる製品です 

スコープコーダ 
DL750

当社DL716と比べて 
体積1／2を実現 

デジタルオシロスコープ 
DL1640／DL1640L

当社DL1540C／DL1540CLに 
比べ消費電力を約1／3に低減 

DAQSTATION 
DX100

記録のペーパレス化により 
省資源を実現 

デジタルパワーメータ 
WT210／WT230

省エネ設計のツールとして 
お役に立つ製品です 
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固体高分子型燃料電池のしくみ 

INTERVIEW 
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YOKOGAWAグループは産業のあらゆる分野に 
有力なソリューションを提供し続けてきました。 
その視線は、脱化石燃料の未来にも注がれています。 

インピーダンスメータ「WT1600FC」 
　地球温暖化の影響や化石燃料の枯渇が危惧され

るなか、本格的な燃料電池の開発が急務となっています。

燃料電池は水素と酸素を化学反応させて電気と熱を

取り出し、水だけを排出する理想的技術。しかしその

実用化には、長寿命化・耐環境性能・低コスト化などの

難問が山積しています。こうしたなかYOKOGAWA 

グループでは、燃料電池の性能向上に欠かせない、内

部インピーダンスを計測する装置を開発し、燃料電池の

開発メーカーに提供しはじめています。内部インピーダ

ンスとは、燃料電池から電流を出力させたときに生じる

内部的なロスを等価的に抵抗などに当てはめて考えた

ものです。私たちは高精度、広帯域、ワイドレンジのディ

ジタルパワーメータWT1600に、オシレータの機能とイン

ピーダンス測定機能を組み込んだWT1600FCを開発し、

小容量から大容量の燃料電池の内部インピーダンスを

高精度に効率よく測定することを実現しました。 

ロングレンジの市場開発 
　燃料電池の技術開発に貢献するWT1600FCですが、

将来の有力なエネルギー供給源と考えられる燃料電

池は注目されているものの、直ちにその実用化が進む

わけではありません。燃料電池の実用化は私たちが地

球環境を持続可能なものとしていくために､ぜひとも成

功させなければならないものですが、電池そのものの高

性能化はもとより、燃料電池車の低コスト化やインフラ整

備など、本格的な市場拡大にはまだ時間がかかりそう

です。YOKOGAWAグループは、開発メーカーにインピ

ーダンスメータのような開発支援ツールを提供し、地球

環境保全に貢献していきたいと考えています。 
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通信測定器事業部 第2開発 PJT センター 数見 昌弘 
Interview with MASAHIRO KAZUMI

 「WT1600FC」の開発に取り組んだのは2001年。もともと電力測定が専門

でしたが、電力測定技術を応用して、新しい分野に挑戦したいと思っていたの

で、志願してこの開発業務に就きました。 

　でも基本設計が済んだあとからは、私は世間と向き合うほうが仕事の中心

となりました。燃料電池の評価という未知の分野だったので、販売活動の一

環として、燃料電池の開発メーカーに製品を持ち込んでは、一緒に実測に取

り組む日々の連続でした。 

　相手が喜んでくれるとこちらも熱がこもります。いまはお客様に何とか貢献

したいという、強烈な想いが私を支えています。 

WT1600FC
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環境経営報告書 ２００５ 

「IPv6 Ready Logo取得」 

ノンFA市場向けコントローラXancia 
　2004年度は、前年度に確立した鉛フリーはんだ技術

を適用したノンFA（ファクトリーオートメーション）市場向

けの小型コントローラXanciaの販売が好調に推移しま

した。Xanciaは、FAでもなくコンシューマでもないノン

FA市場、例えば自販機や精算機などのサービス機器や、

ITS、小型風力発電など社会インフラの自動機器向け

に開発された製品です。 

　Xanciaは手のひらサイズの超小型でありながら、PC

に匹敵するIT機能と横河電機が得意とする制御機能、

高信頼性をオール・イン・ワンで実現したコントローラです。

しかも汎用コントローラとしては世界初の「IPv6 Ready 

Logo」を取得しているため、普及期を迎えつつある

IPv6環境にも安心して使用することができます。 

 

新世代の環境ソリューションに貢献 
　Xanciaは、小型化、低消費電力、鉛フリーはんだの採

用、製品設計寿命10年などといった特徴を持つ環境調

和型の製品です。さらに京都議定書発効にともなう環

境意識の高まり、CO2排出量増加に起因する地球温暖

化などの環境問題解決に応えるため、小型風力発電な

どの自然エネルギーを利用した装置に採用されています。 

　具体的には、小型風力発電では株式会社ニッコー

様（石川県）の「ニッコー小型風力発電システム」に風

車コントローラとして採用され、ブレードピッチコントロー

ルなどの制御とエネルギー監視に必要な発電量などの

データを提供する、Webサーバーとして機能しています。

この例では平均風速4m／秒の環境下で、ほぼ1世帯

の年間消費電力に匹敵する年間4200kWの電力を得

ることができます。環境保全効果を森林のCO2吸収能

力に基づいて推計すると、およそ0.77ヘクタールの森林

面積に該当します。このようにXanciaは、お客様のクリ

ーンエネルギーの実用化、省エネルギーサービスの提

供に貢献するとともに、今後ますます需要が高まる様々

な新しい環境ソリューションに適用されていくことが期

待されます。 

自然エネルギーの利用やムダな電力消費量の削減に貢献する 
新製品Xancia（ザンシア）。 
この製品は広大な新市場開拓を可能にしました。 

クリーンエネルギーの新市場を 
開拓する新製品Xancia
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IA 事業部 システム事業センターオープンソリューションPMK部 マネージャー 須藤 昭仁 
Interview with AKIHITO SUDO

　技術開発の現場で十数年を過ごしたあと営業に出て、また開発に戻ってき

たときに取り組んだのが市場開拓型の新製品を企画する仕事でした。　 

　Xanciaは企画段階から営業、開発、製造メンバーとともにノンFA市場のニ

ーズにマッチするよう製品コンセプト、仕様などを磨き上げてきた製品です。こ

のケースでは企画段階で描いていた通りのストーリー展開になったので、まさ

に「ヤッタァ！」と躍り上がりたい気分。クリーンエネルギーの実用化に結びつ

けてくれたお客様には、心から感謝しています。 

Xancia
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YMF小峰工場� YMF小峰工場内の塗装ライン�

24.6％�

2004年度、YMF小峰工場では、YMF甲府工場に続き、�
筐体塗装ラインと LSI テスター実装ラインでこの改善活動に初めて挑戦しました。�
�

グリーン生産ライン改善規定�
　2002年制定の｢グリーン生産ライン改善規定｣は、環境

負荷削減を目的に、各生産ラインで推進する改善活動の

ための指針です。この規定は1981年から実施されてきた

生産管理方式NYPS（New Yokogawa Productivity 

System）とともに、生産現場における改善活動の支えと

なっています。�

�

YMF小峰工場の改善活動�

　この規定に基づき、2004年度に初めて生産ラインの

改善に取り組んだYMF小峰工場では、試行的に筐体

塗装ラインにおけるキシレンの使用量削減と、LSIテスタ

ー実装ラインにおける鉛使用量の削減に取り組みました。�

　筐体塗装ラインで従来使用されてきた塗料中のキシ

レンは、年間約2,124kgです｡同ラインではこれを184kg 

削減する計画を立て､従来の塗料をキシレン含有量の

より少ない別の塗料に替えることにより、2004年度に

257kgを削減しました｡�

　LSIテスター実装ラインが取り組んだ鉛使用量の削

減は、結果的にはごく少量の削減効果しかあげること

ができませんでした。それはクリームはんだに用いるフ

ラックス成分の蒸発や、はんだの酸化のため、容器開

封後一定時間がたつとどうしても不安定となってしまい、

品質保証上、未使用であっても残りのクリームはんだを

廃棄せざるを得なかったからです。しかし、この取り組

みによって従来2種類あったクリームはんだがより低コス

トの1種類となり、コスト面で約47万円を削減することが

できました。�

　YMF小峰工場では、今後はこの活動を通して得た

取り組みのノウハウを他のラインにも適用し、グリーン生

産ライン改善活動を順次拡大していく方針です。�

�

YMF甲府工場の活動状況�

　2003年度に引き続き、YMF甲府工場ではグリーン生

産ライン改善活動を継続的に実施しました。�

　例えば、第1製造本部では、廃棄シリコンオイルのリユ

ースに取り組みました。その結果、シリコンオイルの使用

量が585Rから522Rとなり、11%の削減となりました。�

　また、第3製造本部においては、職場の危険物保有

量削減に取り組みました。イソプロピルアルコール（IPA）

から危険度の少ない製品（NSクリーン200）への変更

を実施。2004年度は、400Rの削減となりました。�

　今後も、さらなる改善活動を継続し、環境に配慮した

生産ラインを目指していきます。�
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CO2排出量売上原単位と削減率（1990年度比）�
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�
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44.044.0％�44.0％�
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コジェネレーションシステム�

環境経営報告書 ２００５�

24.624.6％�24.6％�

京都議定書の発効�
　2005年2月16日、京都議定書が発効しました。京都

議定書とは、1997年12月、気候変動枠組条約の目的を

達成するため、京都で開かれた第3回締約国会議（COP3）

にて採択された議定書のことです。この京都議定書で

は、CO2等の温室効果ガス排出量を、2008年から2012

年の間に、1990年の水準から先進国全体で平均5.2%

削減、日本では「6％」の削減が義務づけられています。

なお、この議定書には、共同実施やCDM、排出権取引

の京都メカニズムが盛り込まれており、市場原理の活用

を可能にしたシステムともいえます。京都議定書が発効

したことで、世界レベルでの、CO2等排出発生を抑制す

る地球温暖化防止への取り組みが今後ますます活性

化していくと考えられます。�

�
地球温暖化防止への様々な取り組み�
　YOKOGAWAグループでは、京都議定書の発効以

前から地球温暖化防止に対して様 な々取り組みを進め

てきました。例えば、1998年には横河電機本社・工場に

おいて最大出力585KWのコジェネレーションシステム2基

や、吸収式冷凍機を導入し、工場等でのCO2排出量削

減に取り組みました。同年においては、YOKOGAWAグ

ループで初めてとなる最大出力16.7KWの太陽光発電も

設置しました。さらに2000年には、横河電機本社・工場

内のクリーンルームの最適化運転を行うため、大規模な

制御回路の見直しを実施し、グリーン生産ライン化を推

進しました。またボイラーの熱変換効率を高めるため、高

効率コンプレッサーへの更新にも着手しました。�

�

2004年度の活動�
　これまでの地球温暖化防止への積極的な取り組みを

2004年度においても継続しました。YMF甲府工場では新

工場建設にともない省エネ支援システム「InfoEnergy」の

導入等を行いました。YMF甲府工場では2004年11月9日

にYOKOGAWAグループとしては初の「エネルギー管理

指定工場 工場調査」が実施され、第1種エネルギー指定

工場として合格しました。�

　またオフィスにおいても、昼休みの消灯やPCの電源

OFFを実施しています。横河電機新本館では20時に

タイマーセットによる一斉消灯等省エネルギー活動を実

施しました。また、照明器具や設備のインバータ化なども

積極的に推進しました。�

 2004年度はYOKOGAWAグループのCO2排出量売上

原単位は13.7t-CO2／億円（総量51,440t-CO2）となり、

1990年度比で41.8％の削減となりました。今後も京都議

定書の目標達成に向けて努力を続けていきます。�

YOKOGAWAグループでは京都議定書の目標が達成できるよう�
さまざまな取り組みを展開しながら地球温暖化の防止に努めています。�

YOKOGAWAグループグローバルで�
CO2排出削減�

地球温暖化防止�
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2 4 持続可能な社会の構築のために 

YO

YMF甲府工場内の塗装ライン 低トルエン・低キシレン型のポリエステル樹脂塗料を噴霧する噴射機 

ＹＭ

ＹＭ

ＹＭ

横河

ＹＭ

ＹＭ

ＹＭ

安藤

ＹＭ

ＹＭ

YO

事

トルエン・キシレンを削減するため、含有量を減らした塗料を業者と開発。 
2004年度より塗料や洗浄液の切り替えを実施し、製品に展開を始めました。 

低トルエン・低キシレンを追求する背景 
　トルエンやキシレンは、塗料の溶剤や塗装設備の洗

浄液であるシンナーの中に多く含まれている物質です。

これらは 「特定化学物質の環境への排出量の把握等

及び管理の改善の促進に関する法律（PRTR法）」で

大気中への放出量や廃棄物としての移動量に関する

報告義務が定められています。 

　YOKOGAWAグループでは製品の塗装工程でこれ

ら2物質を含むポリエステル樹脂塗料を大量に使用し

てきました。それは他のメーカーも同じで、上質な塗膜

品質が得られる塗料がほかになかったことによります。

しかし、トルエンやキシレンが人体に悪影響を及ぼすこ

とが知られていることから、YOKOGAWAグループは

できるだけ早くこれらの物質の使用量を削減したいと

考えていました。そこで横河電機の生産技術本部は、

かねてから低トルエン・低キシレン型の塗料や洗浄液を

開発していただける塗料メーカーを探していました｡ 

 

メーカーとのコラボレーション 
　この探索活動は困難をきわめました。しかし、横河電

機の環境に取り組む姿勢を理解し、協力をしていただ

ける塗料メーカーを探し出せました。それがパイオニア

精神豊かな大豊塗料（株）様です。 

　こうして両社のコラボレーションが始まり、2003年秋に

トルエン・キシレンの使用量を1／10に削減することが期

待できる新製品が生まれました。 

 

低トルエン・低キシレン型ポリエステル樹脂
塗装がスタート 
　これら2物質を1／10に削減できるからといって、直ち

に塗料や洗浄液を切り替えられるわけではありません。

長期にわたって上質な塗膜品質が得られるか、供給能

力はどうか、コストパフォーマンスはどうか、製品の技術

的側面の調整など、問題は多岐にわたります。最終製

品がどんな環境で使用されるかによっても塗装方法を

最適化しなければなりません。テストに次ぐテスト、塗装

ラインにおける切り替え準備を経て、2005年2月9日

YMF甲府工場で、低トルエン・低キシレン型のポリエス

テル樹脂塗料と洗浄液の使用に踏み切りました。今後

はまず、使用量の多い塗色より導入し、随時塗料の切り

替えを進めていきます。 

土壌
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YO

設け

使用
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れた

在の

 

浄化
　閉

た特

YM

土壌

基準

ン類

地に

らダ

棄物

YOKOGAWAグループで、トルエン・キシレン 
削減の先陣を切ったYMF甲府工場 

YO
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2 5

YOKOGAWAグループ土壌調査状況 

環境経営報告書 ２００５ 

ＹＭＦ足利工場 

ＹＭＦ大安工場 

ＹＭＦ境川工場 

横河電機八王子工場 

ＹＭＦ郡山工場 

ＹＭＦ原町工場 

ＹＭＦ毛呂山工場 

安藤電気・湖西事業場 

ＹＭＦ松川工場 

ＹＭＦ三重工場 

自主調査 

自主調査 

自主調査 

自主調査 

土壌汚染対策法 

自主調査 

自主調査(土壌汚染対策法施行前) 

土壌汚染対策法 

土壌汚染対策法 

土壌汚染対策法 

YOKOGAWAグループ土壌調査状況 

調査の種類 

済み 

済み 

済み 

済み 

済み 

― 

― 

済み 

済み 

行政への 
完了報告 

基準値以下 

基準値以下 

基準値以下 

トリクロロエチレンが環境基準超過。浄化作業完了 

二次調査の結果、テトラクロロエチレン、１,１－ジクロロエチレン 
が敷地内で環境基準値超過。土壌、地下水浄化作業完了 

第一種、第二種の詳細調査完了 

地下水の揚水曝気処理作業継続実施中 

基準値以下 

埋設廃棄物よりダイオキシン検出 
掘削除去後廃棄物として処分 

2005年度実施予定 

調査状況 

 第一種特定有害物質 

（11物質）、 

 第二種特定有害物質 

（9物質）、 

 ダイオキシン、油分 

調査対象汚染物質 事業所 

土壌･水質の保全はYOKOGAWAの企業責任 
　YOKOGAWAグループでは2002年度から2003年

度に行った国内生産拠点の統廃合により、15工場を閉

鎖しました。私たちはこの統廃合に先立って

YOKOGAWAグループ独自の土壌・水質管理基準を

設け、閉鎖する工場の跡地では調査対象汚染物質で

使用履歴のある化学物質すべてについて土壌や地下

水中に残存していないかどうかを調べ、汚染が確認さ

れた跡地では、順次浄化工事を実施してきました。現

在の状況は下表のとおりです。 

 

浄化作業の必要な工場跡地に関するご報告 
　閉鎖した15工場のうち、土壌汚染対策法で定められ

た特定有害物質を使用する特定設備があったのは、

YMF松川・郡山・三重の3工場です。松川工場跡地は、

土壌汚染対策法による調査では残存物質の量が環境

基準値以下であると確認されました。しかしダイオキシ

ン類対策特別措置法施行以前に取り壊した焼却炉跡

地において自主調査をした結果、埋設された廃棄物か

らダイオキシンが検出されたため、ダイオキシンを含む廃

棄物を2005年2月に掘削除去し、「廃棄物の処理及び

清掃に関する法律」に則り適正な処分を行いました。 

　郡山工場においても土壌汚染対策法による調査で

は対象物質のジクロロメタンの汚染はないと確認されま

した。しかし、より広範囲な物質を対象とした自主調査

において、テトラクロロエチレンと1,1－ジクロロエチレンの

2物質が、土壌・地下水中の環境基準を超えていること

が判明しました。このため、汚染エリア内に浄化プラント

を建設し、2004年8月から11月の3ヶ月間にわたり浄化

作業を行い、完了しました。 

　一方、三重工場は設備の撤去作業が一部未完了で

あるため、土壌汚染対策法による調査・自主調査とも、

2005年度の取り組み課題となります。 

　このほか土壌汚染対策法施行前の2002年5月の自

主調査でトリクロロエチレンによる土壌・地下水汚染が

判明したYMF毛呂山工場跡地では、まず汚染拡散防

止策を講じました。その後土壌内に鉄粉を噴射・攪拌

する土壌改良工事や地下水の揚水曝気処理を継続し

てきた結果、地下水の汚染度は2004年末に0.2mg／

Rまで回復しました。この作業は土壌・地下水中のトリ

クロロエチレンが環境基準値である0.03mg／R以下

になるまで継続します｡ 

YOKOGAWA グループでは土壌汚染対策法の施行以前から､ 
独自の管理基準に基づいて工場跡地で土壌や水質の調査を行い､ 
必要な対策を実施してきました｡ 

工場跡地では使用履歴のある化学物質 
すべてについて､土壌や水質の調査を徹底 
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2 6 持続可能な社会の構築のために 

ＹＭＦ小峰工場 

 

 

ＹＭＦ甲府工場 

 

ＹＭＦ青梅工場 

 

ＹＭＦ駒ヶ根工場 

 

横河電子機器・ 
秦野事業所 

キシレン 

トルエン 

シアン化合物 

キシレン 

トルエン 

ホルムアルデヒド 

銅水溶性塩 

ふっ化水素およびその水溶性塩 

 

ニトリロ三酢酸 

2004年度ＰＲＴＲデータ 

発生物質 取扱量(kg)
大気 公共用水域 土壌 埋立 下水道 事業所外 

工場名 

有害化学物質管理システム（イメージ図） 

サ
プ
ラ
イ
ヤ
ー 

有害化学物質データベース 

有害化学物質管理システム 
・部品表の有害化学物質の算出 
・部品の有害化学物質の登録 

PDMシステム 

調査シート 

調査依頼 

回答 

お
客
様 

報告書 

密に連携 

部品表データベース 部品表データベース … 

排出量(kg) 移動量(kg)

用語の解説 
※1　PRTR制度 

Pollutant Release and Transfer Register（環境汚染物質排出・移動
登録制度）。有害性のある化学物質の環境への排出量を把握すること
などにより、化学物質を取り扱う事業者の自主的な化学物質の管理改善
を促進するとともに、化学物質による環境汚染を未然に防止することを目
的として制定。排出量などの情報を公開することによって社会全体で化
学物質の管理を行おうという制度。 

YOKOGAWAグループでは有害化学物質の使用量等を 
管理・把握できるシステムを構築し、有害化学物質の排出削減に努めています。 

有害化学物質管理システムの構築 
　持続可能な社会の構築のために、全世界で有害化学

物質の削減が進められてきております。特にＥＵ規制［廃

電気電子機器（WEEE）指令と電気電子機器に含まれ

る特定有害物質の使用制限（RoHS）指令］への対応が

必要となってきました。 

　横河電機は十数年来、自社開発による製品情報管理

（PDM）システムを構築している実績があります。この

PDMシステムを有効に活用し、設計者への負担を最小

限に抑え、最大の効果をあげるシステム構築を目指しました。 

　結果として2004年4月にプロジェクトを発足して、約半

年で部品表に含まれる有害化学物質を算出できるシス

テムを完成しました。 

　今後は、部品に含まれる有害化学物質データを登録

するための支援機能の充実、PDMシステムとの連携

強化を図っていきます。 

 

PRTR対象物質 
　PRTR制度※1の届け出対象物質（取扱量1,000kg

／年以上）はYOKOGAWAグループとして下表のよう

な取扱量となりました。 

六価
　2
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き防

防錆
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化学物質の徹底管理で 
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2,700 

1,920 

1,100 

3,140 

3,847 

11,450 

21,830 

1,580 

 

25,388 

 

1,700 

1,200 

0 

2,820 

3,420 

5,500 

0 

0 

 

0

0 

0 

0 

0 

0 

0 

0 

180 

 

0

0 

0 

0 

0 

0 

0 

0 

0 

 

0

0 

0 

0 

0 

0 

0 

0 

0 

 

0

0 

0 

0 

0 

0 

110 

24 

0 

 

0

1,000 
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1,100 
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3,000 

1,400 
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2 7

INTERVIEW 

原価企画本部DTCセンター生産技術開発部 斉藤 滋夫 
Interview with SHIGEO SAITO

環境経営報告書 ２００５ 

六価クロムとシアンを排除する基本技術の確立 
　2003年2月にEUで公布されたRoHS指令は､「EU域

内で2006年7月1日以降に上市される電気電子機器に

含まれてはならない6物質」を定めています。この6物質

には、発癌性がある六価クロムと鉛も含まれており、

YOKOGAWAグループは早期に排除したいと考えて

いました。しかし、これらの物質を生産系から排除する

のは容易なことではありませんでした。六価クロムや鉛

を排除する基本技術は、材料メーカーの技術が成熟し

たことや長い技術探索の末に確立できたものです。 

　六価クロムは、鉄・アルミ素地部品などの表面処理工

程で使用されており、その主な使用目的は防錆処理で

した。防錆処理において、六価クロムの代替が可能な

物質を探した結果、三価クロムが代替として満足すべ

き防錆性を示すことがわかり、六価クロムを使用しない

防錆処理が可能となりました。 

　また、酸と混合したときの火災・爆発や有毒ガス発生

の危険性があるシアンも、YOKOGAWAグループでは

排除したい物質の一つでした。今回、六価クロムから

三価クロムへの変更と共に、亜鉛めっき工程とニッケル

めっきの前工程（銅めっき）で使用していたシアンを使

用することなく、めっきすることが可能となりました。 

　これにより、防錆処理工程における六価クロムフリーと

めっき工程におけるシアンフリーの基本技術を確立しました。 

　 

鉛フリー技術の製造現場展開 
　鉛フリー技術の確立に伴い、2004年度は製造現場

の整備や、YOKOGAWAグループ製品への水平展開

推進を行いました。鉛フリーはんだは従来の鉛共晶は

んだに比べて融点が高いため、今までの設備では対応

できないものが多くあります。製造を受け持つYMF甲

府工場では、鉛フリー製品専用ラインの構築や、鉛フリ

ー温度プロファイルに対応できるリフロー炉の導入、良

好なはんだ付けをするためのフロー槽改造、専用はん

だごての設置。さらには鉛共晶はんだより難しい鉛フリ

ーの手はんだ付け作業技術を習得するための講習など、

様 な々施策を積み重ね、厳しい条件をクリアして製品製

造に対応しています。 

YOKOGAWAグループは常に有害化学物質を排除しようと努めてきました。 
2004年度に達成したのは、六価クロム・シアンを排除する 
基本技術の確立と鉛フリー技術の展開です。 

製品や製造プロセスにおける 
有害化学物質の排除 

有害化学物質の排除 
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　YOKOGAWAの技術領域はやはり計測・制御・情報だと思います。しかし

今回の六価クロムフリー・シアンフリーというテーマは、表面処理にかかわる薬

液が成否の鍵を握っているので、YOKOGAWAグループとしてはどうにもしが

たい部分がありました。 

　また、幸いにも基本技術は確立できましたが、これを生産設備に展開する

には様々な課題が生じてきます。 

　2006年7月までにはすべてのＥＵ対象製品をRoHS指令に適合させなけれ

ばならないので、大変なのはむしろこれからですね。 
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廃
棄
物
総
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量 

循
環
資
源
化
量 

廃
棄
物
排
出
量 

YOKOGAWAグループ廃棄物処理区分 廃棄物排出量売上原単位と削減率（1995年度比） 

法区分 

紙類、梱包材、段ボール等 

生活ごみ、梱包材、木くず 

金属類 

生産ごみ（金属、紙、プラスチック、溶剤、油等） 

ガラス類、コンクリート等の不燃物 

有害物（水銀、はんだくず） 

業者に無害化処理を委託しているもの 

（自社施設での無害化処理は除く） 

生活ごみ（吸いがら、生ごみ、混合紙、落ち葉等） 

梱包材、混合木くず等 

油脂類（廃油、塗料、インク）、感染性廃棄物 

金属、プラスチック等の混合くず 

廃石綿（アスベスト） 

廃棄物の種類 区分 処理 

一般 

 

産廃 

 

特管 

産廃／特管 

 

一般 

特管 

産廃 

特管 

循環資源 

 

 

 
化学処理廃液量 
（減容化量） 

 

焼却廃棄物量 

 

 埋立廃棄物量 

●1％の内容：循環資源化するために環境負荷が著しく増大するもの、または循環資源化
が困難なもの（感染性廃棄物、衛生上困難なもの、アスベスト、蛍光灯等）。 
●廃棄物の中で燃料化、発電、焼却灰再資源化のいずれかに該当すれば循環資源化量
とする。 
※一時保存のPCB機器は無害化処理時点で廃棄物排出量にカウントする。 

0
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（%） 

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

（t/億円） 削減率 

廃
棄
物
排
出
量
売
上
原
単
位 

1995

1.68

1.23

0.96

0.75 0.78

0.47

0.23

1998 1999 2000 2001 2002
（年度） 

2003

0.22

2004

26.826.8％ 26.8％ 43.043.0％ 43.0％ 

55.355.3％ 55.3％ 

53.353.3％ 53.3％ 

72.172.1％ 72.1％ 

86.486.4％ 86.4％ 86.786.7％ 86.7％ 

YOKOGAWAグループではゼロエミッションの達成を目指し、 
全従業員が一丸となって取り組んでいます。 

ゼロエミッションへの挑戦 
　計測・制御機器の生産工程は多くの工程から成り立

ち様 な々原料やエネルギーを消費しています。このため、

大気や水質、土壌への汚染や廃棄物処理など環境問

題は避けて通ることはできません。その中で廃棄物処

理については循環資源化を推進し資源の有効活用を

するとともにゼロエミッション達成に取り組んでいます。 

　YOKOGAWAグループのゼロエミッションの定義は

廃棄物総発生量の99％以上を循環資源化することで

達成することとしています。 

　YOKOGAWAグループでは、現在一部のサイトでゼ

ロエミッションを達成していますが、すべてのサイトでの

達成はまだまだこれからとなります。下表に則り循環資

源化を積極的に取り組み、廃棄物の削減に努めます。 

 

２００４年度の活動成果 
　廃棄物排出量削減を目標に取り組み、YOKOGAWAグ

ループの廃棄物排出量売上原単位は0.22t／億円（総

排出量839t）となり1995年度比86.7％の削減となりました。 

　主な削減策としては、不要什器類の他職場へのリユ

ース、輸入製品梱包材の材質を木材からダンボールに

切り替え実施、不要ダイレクトメールの発信元返却運動

などを展開しました。また、購入品は中身の必要な物を

購入する契約とし、納品時の梱包材等を返却する形を

一部で取り入れました。 

 
通勤バスに廃食油燃料を使用 
　YMF甲府工場では、2004年4月より甲府駅と工場の

間を走る通勤バスに廃食油燃料（BDF＝バイオ・ディー

ゼル・フューエル）を導入し、すでに約12,000km走行し

ています。同工場の食堂から出る月平均200Rの廃食

油はBDFプラントで燃料化し、使用燃料の一部として

資源循環を実現しています。BDFは山梨県リサイクル

認定制度の適用を受けており、排気ガスにはSOxをほ

とんど含まないなど、環境にやさしい燃料です。 

 

再資源化 
　廃棄物の処理は2000年、横河電機本社・工場内に

リサイクルセンターを開設して以来、廃棄物の材質毎分

別解体作業に取り組んできましたが、今年度は金属類

分別をさらに多くの種類に分別にすることにより、再資

源化原料を増加することができました。 

　また、国際チャートでは記録紙の古紙回収リサイクル

化を実現しました。さらに、測定用記録紙では困難とさ

れていた古紙の配合に成功し再生記録紙をエコチャ

ートとして商品化しています。 
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26.8％ 43.0％ 

55.3％ 

53.3％ 

72.1％ 

86.4％ 86.7％ 

多地点化するグローバル物流 
　YOKOGAWAグループは従来から世界中のお客様

に製品を供給してきました。しかし近年は海外の生産拠

点7カ国10工場に生産再編をするなど、海外での製造

品目も増えたことから、国内外の生産拠点や販社を結

ぶ多地点間での物資輸送を効率化してお客様に迅速

に製品を供給することや、物流に伴う環境負荷を低減さ

せる必要が出ており、次のような活動に取り組んでいます。 

 

お客様への直送化による迅速供給とCO2削減 
　中国の横河電機（蘇州）有限公司から日本国内に

供給されるレコーダや流量計は、YOKOGAWAグルー

プが提携した米国フェデックス社の空陸一貫輸送により、

2004年5月からお客様のもとへ直送されています。お届

先が仮に東京だとすると、この直送方式（約20時間）は

従来の複数業者によるリレー方式（約68時間）に比べ

て約48時間も早く納品でき、お客様の省時間に貢献し

ます。この方式では国内の配送センターを経由しない

ので、トラックによる陸送距離も短縮されます。このため

2004年度はトラック輸送によるCO2排出量を対前年度

比で7.0％削減できました｡ 

木材を使用しない簡易包装化と省資源 
　YOKOGAWAグループは2004年度から航空機の

腹部にある貨物室を専用で使い、他の貨物との混載を

避けることで、製品の梱包材から木材をなくす簡易包

装化に取り組んでいます。この簡易包装ではフィルム個

装された製品を強化ダンボールの外装材で保護するだ

けなので、お客様は着荷後直ちに製品を取り出すこと

ができます。この改善により、お客様は頑丈な木製外装

を開梱する手間が省け、さらに廃材を処理業者に引き

取らせるコストも削減できるようになりました。 

　YOKOGAWAグループは2004年度中にこの簡易

包装化をシンガポールから輸入する分散形制御システ

ム（DCS）のキャビネット・平デスクや、中国から輸入する

レコーダ・流量計などに適用しましたが、2004年度にお

けるその総重量は約1,500tで、外装材から木材を排除

したことによる軽量化効果は約300tに達しました。 

 

購買先との通い箱化 
　横河トレーディングでは調達先からの部品納入の通

い箱化を進めています。すでに7社と実施しており、2004

年度は新たに3社と実施を進め、計10社になりました。 

世界中のお客様、国内4工場と海外10工場に上る生産拠点、 
多数の販社を結ぶグローバル物流で、環境負荷低減と効率化に取り組んでいます。 

グローバル化に伴う多地点間物流で、 
環境負荷低減と効率化を追求 
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簡易包装化したＤＣＳのキャビネット 木材梱包（右）からダンボール梱包（左）にした平デスク 
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安全

BERC「経営倫理努力賞共生特別賞」での受賞式 企業倫理ポスター 

社会が複雑化し、価値観が多様化しつつある今、 
YOKOGAWAグループは企業の倫理観を高めることが 
ますます重要だと考え、実践的に取り組んでいます。 

ＢＥＲＣ「経営倫理努力賞共生特別賞」受賞 
　横河電機は2004年11月5日、経営倫理実践研究セン

ター（BERC）より、「第2回経営倫理努力賞共生特別賞」

を授与されました。 

　BERC（Business Ethics Research Center）は 

1997年に経済界の支援で設立された国内唯一の経営

倫理専門の啓蒙普及団体で、2002年から経営倫理の

定着、実践に努力している優良会員企業を表彰する「経

営倫理努力賞」を制定しています。2回目にあたる今回

は厳正な審査の結果、「努力賞」4賞を計7社の企業が

受賞しました。 

　横河電機は健全経営で利益を出している企業であ

ること、経営倫理の定着、実践活動を積極的・継続的に

行っていることに加え、「ごみゼロデー駅前清掃」、「玉

川上水の浄化」などの社会貢献活動を実施しているこ

と、障害者・高齢者雇用の仕組みを設けて行政の要求

水準以上にこれを達成していることなどが評価され、

CSR（企業の社会的責任）の意味もこめてこの受賞に

結びついたものと受け止めています。      　　 

　なお東京プリンスホテルで開かれた表彰式では、横      

河電機を代表して沖野執行役員・経営監査本部長が

出席し、賞状と記念品をいただきました。 

「企業倫理週間」での取り組み 
　企業倫理委員会は2004年度もグループの全役員・

従業員を対象に、企業倫理意識の高揚を図るための「第

2回企業倫理週間」を10月中の2週間に開催し、下記

の諸活動を行いました。 

（1）E-ラーニングによるコンプライアンス教育 

　YOKOGAWAグループ全社員に、必須受講のコン

プライアンス教育をE-ラーニングで実施しました。特にラ

イン長向けの教育では、理解度を確認するため、合格

するまでE-テストを実施しました。 

（2）企業倫理講演会 

　慶應義塾大学の菅原貴与志教授を講師に招聘し、

講演会を実施しました。多数の役員やマネージャーの

参加に加え、関心の高い一般従業員も参加し大盛況

で大変勉強になりました。 

（3）YOKOGAWAグループ企業行動規範遵守誓約書の取得 

　第2回企業倫理週間の中で、今回はグループ全従業

員から遵守誓約書を取得し、『YOKOGAWAグループ

企業行動規範』の遵守を再度周知・徹底しました。 

（4）企業倫理ポスターの掲示 

　横河電機および国内グループ会社に「良き企業市民

あなたが社会と会社を守る」をテーマにした企業倫理

ポスターを配布しました。 
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3 1

安全への取り組みを“企業価値向上”へ結びつけるための“3つのアプローチ” 

蘇州横河電表有限公司 

環境経営報告書 ２００５ 

全社的な安全への取り組み 
　お客様・株主・地域社会・従業員の四者を念頭におき、

安全への取り組みを企業価値の向上に結びつける活

動を実践しています。この考え方は下図のように整理さ

れます。 

　YOKOGAWAグループの海外生産拠点は、世界7カ

国・10工場になります。異なる文化・社会の中で、安全を

確保して行く為には、それぞれの環境で実効的な仕組

みを考えなければなりません。国内の生産拠点でも、多

様な価値観を持つ人びとが働いています。個人の良識

や義務の履行を補強し、より確実な安全管理体制を構

築しなければなりません。 

　YOKOGAWAグループでは、地震その他の自然災害

や、作業に不慣れなどが原因で起きる人為的災害に備

える災害防止対策と、外部から侵入する情報犯罪や危

険物持ち出しなどに対するセキュリティ対策を融合させ

つつあります。また従来の安全体制を見直し、（1）工場

内の危険物MAPによって危険度の可視化を図る、（2）

危険物のある区域への入出管理を強化する、（3）安全

巡視の連携と体系化を図る､（4）工場側の安全確保へ

の取り組みを第三者の視点で監査する、といった改善に

取り組んでいます｡ 

AOM Zeroへの取り組み 
　YOKOGAWAグループの製造現場ではAOM（Accident 

On Manufacturing）Zeroへの取り組みを進めていま

す。これは業務災害をゼロにしようという趣旨の活動で、

厚生労働省の労災統計（休業4日以上の業務災害）よ

りもはるかに広く解釈し、休業ゼロの小さな事故も災害

に含めています。2004年度は（1）ある部門・部署で起き

た災害の再発防止策を他部門・他部署にも水平展開

する、（2）災害発生時の緊急対応ルールの明確化、（3）

従業員が現場で気づいた情報の収集とそれをもとにし

たコミュニケーションの充実、（4）安全ノウハウの教育訓

練、その他のテーマに取り組みました。 

 

蘇州横河電表有限公司・環境緊急時訓練実施 
　蘇州横河電表有限公司では「環境安全緊急対応

規定」に従い、2004年11月19日、初期災害を最小限に

抑えることを目標に、液化ガスの倉庫から火災発生とい

う想定の緊急時訓練を実施しました。予定された効果

が確認でき、終了後の反省会では、今後とも安全第一

に努め不備な部分に対しては、さらなる改善を図ること

が大切であると総経理（社長）からコメントがありました。 

YOKOGAWAグループではお客様・株主・ 
地域社会の皆様・従業員などすべての関係者の 
安全を確保し、信頼される企業グループになることが使命だと考えています。 

社会的責任の観点も含めた安全確保を 
最優先し、災害対策に全力を傾注 
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3 2 持続可能な社会の構築のために 

年 

年間平均労働者数（人） 

延実労働時間数（H） 

休業4日以上（人） 

休業1～3日（人） 

小計休業者数（人） 

不休（人） 

合計 

延休業日数（日） 

労働損失日数（日） 

度数率（全国平均1.77）（人） 

強度率（全国平均0.12）（日） 

2000

6,346

13,075,247

1

1

2

17

19

31

25.5

0.15

0.002

2001

6,376

12,691,373

2

2

4

17

21

158

129.9

0.32

0.010

2002

5,750

11,263,598

2

1

3

12

15

86

70.7

0.27

0.006

2003

5,625

11,179,692

1

3

4

15

19

43

 

0.36

0.003

35.3

2004

5,763

11,381,745

0.26

0.005

60.8

障害者雇用率（毎年6月1日データ） 横河電機の労働災害発生件数一覧 

0.00

 

0.50

 

1.00

 

1.50

 

2.00

（％） 

（年度） 2003 20042001199919971995

 

1.8
1.72

1.6

1.69 1.68
1.79

1.96
2.05 2.00 2.04

1.84 1.93

1998年7月 
法定雇用率1.8％へ引き上げ 

YOKOGAWAグループ雇用率 

法定雇用率 

度数率 = ×1,000,000H
休業労働者数 
延実労働時間数 

強度率 = ×1,000H
労働損失日数 
延実労働時間数 

1

2

3

22

25

74

YOKOGAWAグループでは従業員が常日頃から 
安全・快適かつ働きやすさを感じて仕事に打ち込める職場作りを進めています。 

従業員育成 
　YOKOGAWAグループでは、人財育成方針に基づ

いてビジネス基礎力育成や自己実現を目指すプログラム

を実施しています。2004年度よりオンデマンド型のE-ラー

ニングシステムでの教育をスタートさせ、P.30で紹介した

コンプライアンス教育を始め、セキュリティや個人情報保

護法についてのE-ラーニング教育を実施してきています。 

　環境教育では環境経営報告書をYOKOGAWAグ

ループ各社に配布し、啓蒙活動を実施するとともに、入

社一年目の社員に対して行うYOKOGAWAグループ

集合導入教育時に用いる環境保全教育の資料につい

ても全面見直しを行い、さらにビデオ映像から講義形式

に切り替えました。 

 また、横河電機本社・工場では2004年度は環境E-

mailニュースを月一回発行し、最新の環境関係情報を

伝えており、YMF甲府工場では6月に「星と環境」とい

うテーマで講演会を開催しました。 

 

雇用対策 
（1）障害者雇用 

　人事運営の基本的な考え方の一つとして「年齢、性

別、学歴、国籍、障害の有無などの属性に関わらず、平

等な機会の提供と評価を実施する」真の平等を標榜し

ています。2004年度末においても法定雇用率1.8%を10

社でグループ算定し、継続的に達成しています。これか

らもYOKOGAWAグループは障害者の採用を積極的

に行っていきます。 

 

（2）定年退職者の就業支援 

　60歳の定年を迎えた方でも、気力、体力が充実し、引

き続き働く意欲のある方には、YOKOGAWAグループ

の人材派遣会社により、YOKOGAWAグループ内外で

の再就業機会を提供し、定年後の就業を支援しています。 

 

労働安全衛生 
　従業員の安全と健康を確保するとともに、快適な職場環

境の形成を図ることを目的に、毎月安全衛生委員会を開

催しています。活動年間計画は期初に月ごとの目標を設

定し、構内巡視では安全衛生上の問題点の指摘をします。

委員会では労使双方で問題点の改善に向け、知恵を出し

合って安全で快適な会社・職場を築くよう活動をしています。

なお、2004年度の労働災害発生件数は下記の通りです。 
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3 3

INTERVIEW 

執行役員 品質保証本部長 奥住 俊樹 
Interview with TOSHIKI OKUZUMI

　品質保証といえば、私には忘れられない想い出があります。それは横河電

機に入社した私が、初めてシステム製品の開発に携わった頃のこと。 

　あるとき自分の開発製品の導入テストに立ち会うことになり、私はお客様の

工場に行きました。見ると工場の中はラインがずらりと並んでいて、その端の1

列に、私が開発を担当した製品があります。テスト運転を開始し、暫らくしたと

ころで突然停まってしまったのです。 

　｢えっ、どうして停まるのだ。｣  

　真っ白になっていく頭の中で、私はそう考えていました。本来なら絶対にあ

ってはならないこと。しかしその痛い思いをしたおかげで、私はそれ以来、品質

という問題を真剣に考えるようになったような気がします。 

環境経営報告書 ２００５ 

新たな課題に取り組む全社品質保証活動 
　YOKOGAWAグループでは2003年度に進めてきた

生産体制や事業組織の再編が一段落したことから、グ

ループグローバル的視点から品証活動を最適化するた

めに組織改革を行いました。その一環として、従来は経

営管理本部のなかにあった品質保証部が、2005年1月

に社長直轄の｢品質保証本部｣に昇格しました。 

　YOKOGAWAグループ全体の活動を統括する品質

保証本部は、2004年度中にサービス系の関連会社に分

散していた顧客接点人財とその知財を吸収・一体化させ、

新たに「世界同一品質」を最終ゴールとする品質保証

活動を展開すべく、従来の体制を見直しています。 

　これにより、品質保証本部が取り組むべき課題も見えて

きました。YOKOGAWAグループ全体でみると、従来の

品質保証ルールが必ずしも統一的に運用されていたわ

けではないこと、「次工程がお客様」という考え方ではもは

や顧客満足を実現できないこと、品質保証の知財がシス

テムとして共有されず、属人的になっていたこと、優れた

品質をつくりこむべき生産現場の従業員が多様化した結

果、作業指示を絵や写真や各国語で明示する必要が出

てきたことなどです。 

　このため、品質保証本部の中をルールの統一と適正

化を図る企画部と、現場現物主義で各拠点や各部門の

品質保証活動のレベルアップを支援する監査部の二つ

に分けています。今後もYOKOGAWAグループでは両

者の連携により「品質第一・お客様第一・現場第一」を、

三位一体で追求していきます。 

 

ライフサイクルソリューションの提案体制の構築 
　製品ライフサイクルの全期間にわたって一貫したトータ

ルソリューションを提供できる体制作りを目的に、2004年4

月に横河エンジニアリングサービスのサービス事業部を

横河電機に事業統合して、マーケティングからサービスま

での機能を一体化した体制を構築しました。さらに10月に

は横河エンジニアリングサービスの保守サービスの受託

事業を、計装工事を担当する横河ワイ・エフ・イーと合併し、

横河フィールドエンジニアリングサービスを設立しました。 

　その結果、横河電機が工事・保守サービスの営業活

動を行い、新会社がその実務を受託する体制となり、

YOKOGAWAグループの一体運営が実現できました。 

2004年度は、YOKOGAWAグループにおける 
品質保証活動の推進母体が｢品質保証本部｣となり、 
｢世界同一品質｣を目指す新たなステージを迎えました。 

国内生産体制と事業組織の再編を終え、 
新たなステージを迎えた全社品質保証活動 
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3 4 持続可能な社会の構築のために 

新潟県中越地震で活動した隊員の説明に聞き入る参加者 横河まつり クリ

企業の社会的責任の観点から、様々なステークホルダーとの 
交流を促進しているYOKOGAWAグループ。 
2004年度も多様な活動を展開しました。 

秋の防災訓練実施 
　2004年11月24日、武蔵野消防署、横河電機共催によ

る秋の防災訓練が行われました。新潟県中越地震後

でもあり今回は、より現実に近い方法を取ることで、問題

点や課題を浮き彫りにして災害への備えに万全を期す

ことを目的とし、事前に訓練情報を公開せず自衛消防

隊員の判断と自主行動という方法を取りました。 

　また、武蔵野警察署にもご協力いただき、近隣の住

民の方を交えた消火訓練や起震車による地震体験、

火災時の煙体験なども実施。大規模な訓練となりました。 

　訓練後の従業員への講評で、社長は「訓練を実施

したことで、災害対策に不十分な面があることが分かっ

た。ただちに対策を講じるように。最後は自分で自分を

守らなければならないので、日頃から準備を心がけるこ

と。災害発生時には、会社のことも重要だが、備蓄品や

人的資源を使って近隣の皆様を救援することも大切」

と述べました。また、武蔵野消防署長からは、阪神・淡

路大震災や新潟県中越地震の経験などを踏まえ、地

震対策に関する重要な３つのポイントの説明をいただき

ました。早速、指摘された課題への対策が講じられ、非

難時の設備の充実や製造現場の災害防止対策強化

などを実施しました。 

新潟県中越地震に対する 
現地危機管理活動実施 
　2004年10月23日に発生した、新潟県中越地震に対

する現地対応を、10月25日から29日にかけて行いました。

現地では、客先や代理店に伺いお見舞いを申し上げる

とともに、復旧に必要な要請に対して各担当部署から

サービス員等を派遣し復旧に努めました。また、支援物

資として本社で備蓄している非常食・飲料水・災害用

毛布等を客先や小千谷市にお届けし、活用していただ

きました。その他、横河電機の入社内定者が在籍する

大学を訪ね、安否確認も行いました。 

 

中近東文化センターへの支援 
　2003年12月から一般展示を休止していた財団法人「中

近東文化センター」（三鷹市）が2004年10月から展示

を再開され、横河電機も支援を表明、資金援助を実施

しました。中近東文化センターは国内でも数少ない中

近東文化専門の研究・展示施設であり、約6,000点の

貴重な資料を収蔵し、古代オリエント文明の研究で業

績を上げてきたセンターです。これから様 な々展示会が

行われていく予定です。 
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社会との積極的な関わりを展開する 
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3 5

プロジェクトHOPEジャパンのタイ現地スタッフと支援している子供たち 

環境経営報告書 ２００５ 

クリーンキャンペーン市内清掃 

JSEC2004に横河電機が協賛 
　JSEC（ジャパン・サイエンス＆エンジニアリング・チャレ

ンジ）は、科学技術の未来を担う高校生・高専生の育

成を目的として、朝日新聞社の主催で2003年に初めて

開催されました。物理、化学、生物その他あらゆる科学

技術分野の自由研究を全国から募り、審査の結果、優

秀な事例に賞を贈るものです。 

　横河電機は、コーポレートブランドの価値・認知度の

向上や、人材育成、技術発展への支援による社会貢献

を目的として、2004年から協賛し、横河電機賞、横河電

機特別賞が新たに設けられました。 

　今回の募集には生物学、物理学、化学、地学などの

15ジャンルから161件の研究が寄せられ、高校生とは思

えない専門的なものから身近な環境保護に関するもの

まで、新鮮で柔軟な発想の研究が多く集まりました。厳

しい書類審査の上、13の各賞が決まりました。 

 

プロジェクトHOPEジャパン 
　――世界のすべての人 に々健康を――をキーワード

に、タイ・インドネシア・カンボジアなどでAIDS予防教育、

小児先天性心臓病手術、母子保健衛生教育活動を通

して、国際医療支援と企業の国際貢献文化の構築をミ

ッションとしている認定NPO法人プロジェクトHOPEジャ

パンをYOKOGAWAグループでは継続支援しています。 

　2004年10、11月に、日比谷国際協力フェスティバル、

むさしの国際交流まつり、カンボジア・平和のメッセージ

写真展に参加し、多くの人々にプロジェクトHOPEジャ

パンの活動を理解してもらう場を設けました。 

 

地域との交流 
　YOKOGAWAグループでは、地域との交流を図る

ため、様 な々イベントへの参加や実施を行っています。 

2004年度も横河電機本社・工場を始め、各地で開催さ

れたクリーンキャンペーンに積極的に参加したほか、従

業員、地域の方々、お客様をお呼びした夏まつりを各地

で開催しています。また、横河電機本社・工場では地域

の方も参加した防災訓練を実施しました。 

 

環境カウンセラーに合格 
　横河電機生産事業部の西村寛治が、環境省実施の

2004年度環境カウンセラー審査に合格しました。環境カウ

ンセラーとは市民や市民団体などからの相談・助言を対象

とする「市民部門」と事業者からの相談・助言を対象とす

る「事業者部門」があり、西村は事業者部門での合格です。 
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3 6 持続可能な社会の構築のために 

横河電機甲府事業所環境報告書（日本） 横河電機（蘇州）有限公司環境報告書（中国） 

環境保全活動のWebアドレス（日本語）：http://www.yokogawa.co.jp/eco/eco-toppage-jp.htm 

環境保全活動のWebアドレス（英語）：http://www.yokogawa.com/eco/eco-toppage-en.htm

YOKOGAWAグループでは環境報告書を中心として 
多様なコミュニケーション活動を展開しています。 
集めた情報を自分たちの活動へフィードバックしています。 

様々な方法で取り組む 
環境コミュニケーション活動 

環境コミュニケーション 

環境報告活動 
　1999年に環境活動のレポートを発行して以来、毎年

環境活動に関するレポートをまとめ、お客様や従業員な

ど、様 な々ステークホルダーの方々へ報告しています。

2004年版はグループグローバル展開を踏まえ、データ対

象範囲も国内外46社に広げました。また「CSR（企業の

社会的責任）」についての関連ページを設けました。ま

た、新しい試みとして近隣の町内会や小学校へも報告

しました。 

　2005年版も引き続き、YOKOGAWAグループ全体

で取り組んでいる「環境」や「社会」、「環境経営」など、

それぞれの側面の活動を幅広く掲載しました。 

　ホームページにおいても「環境経営」のコーナーを「企

業情報」の内に設けてYOKOGAWAグループの環境

への取り組みを紹介しています。なお、英文版の環境

経営報告書については、冊子を作成せずグローバルホ

ームページにPDF版で掲載しています。 

　一部の海外関連会社ではそれぞれのサイトレポート

を作成し、地域とのコミュニケーションを図っています。

2004年にISO14001を取得した横河電機（蘇州）有限

公司が初めてのサイトレポートを発行しました。また、

2004年度は横河電機・甲府事業所とYMF甲府工場と

合同で、甲府版のサイト環境報告書を作成し、甲府サイ

トに特化した情報を掲載。地域とのコミュニケーションを

図っています。 

2004年版環境経営報告書に対する反応 
　2004年版環境経営報告書について、社外の方およ

び従業員から多くの貴重なご意見をいただきました。ま

とめた結果をご報告いたします。（5点満点での平均点） 

 

 

 

 

 

 

いただいたご意見（同様意見の多いもの） 

○わかりやすく工夫され、読みやすい 

○全体のデザインがよい 

○データの数字は具体的な数字を表示してほしい 

○専門用語でわからないものがある 

　2005年版の環境経営報告書作成に際し、これらの

ご意見や結果を参考にいたしました。今後もさらに改善

を重ねていきます。 

 

甲府事業所省エネルギー見学コース開設 
　2005年3月に甲府事業所に省エネルギー見学コース

が開設されました。このコースでは、参加者に工場内に

設置した自社の省エネ支援システムが実際に成果をあ

げているところを見学していただくものです。今後も

YOKOGAWAグループは、コストダウンと省エネルギー

効果をお客様にご紹介していきます。 

　詳しくは下記ホームページをご覧下さい。 

http://www.yokogawa.co.jp/automation/factory-tour/ 

 

その他のコミュニケーション活動 
　2004年度も「セミコン・ジャパン2004」、「計測展

2004OSAKA」など、多くの展示会に環境調和型製品

や環境ソリューション関連製品を出展し、お客様にアピ

ールしました。また、武蔵野市環境市民会議や、（社）

電子情報技術産業協会（JEITA）の環境・安全委員

会等、人材交流を積極的に展開しました。 

 

○内容のわかりやすさ　　 

○知りたいことの掲載状況    

○環境保全への取り組み状況 

○全体の感想　　　　　 
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3 7環境経営報告書 ２００５ 

環境経営のあゆみ 

編集後記 

1971年 

1974年 

1987年 

1989年 

1991年 

　　　 

1993年 

　　　 

1994年 

 

1995年 

 

　　　 

1996年 

　　　 

 

1997年 

　　　 

1998年 

 

 

1999年 

　　　 

2000年 

　　　 

 

　　　 

2001年 

 

 

 

2002年 

 

 

 

2003年 

 

 

 

2004年 

 

 

2005年 

 

7月 

5月 

10月 

4月 

8月 

2月 

7月 

8月 

12月 

6月 

 

10月 

3月 

5月 

 

4月 

7月 

2月 

5月 

6月 

9月 

11月 

7月 

8月 

9月 

11月 

3月 

7月 

9月 

11月 

2月 

 

7月 

8月 

2月 

 

7月 

10月 

3月 

6月 

8月 

3月 

公害防止組織設置 

都条例に適合する廃液除害施設の設置 

環境アセスメントへの取り組み開始 

フロン委員会発足 

地球環境保全推進室の新設 

「地球を守ろう」キャンペーン始まる 

地球環境委員会発足、環境担当役員決定 

環境ボランタリープラン制定 

環境ボランタリープラン 1993年度活動成果報告 

洗浄用特定フロン・トリクロロエタン全廃完了 

「環境調和型企業を目指す」取締役会決定の第一歩として「ISO14001認証取得」を決定 

環境ボランタリープランをISO14001のプランに吸収 

横河電機地球環境委員会再編成 

環境マネジメント基本規程（環境社規）制定 

本社・工場、甲府事業所（現YMF甲府工場）、小峰工場（現YMF小峰工場）の地球環境委員会発足 

本社・工場に太陽光発電装置設置／武蔵野市と防災協定を締結 

環境PR社内報「グリーンタイムズ」発刊 

甲府事業所（現YMF甲府工場）ISO14001認証取得 

本社・工場、小峰工場（現YMF小峰工場）ISO14001認証取得 

本社・工場新本館にコジェネレーション発電システム（585kW 2基）導入 

YOKOGAWA環境カタログ発刊 

「環境報告書1999」発刊、環境会計を導入・開示 

環境ラベル（タイプII）導入 

本社・工場で埋立廃棄物ゼロ達成 

不特定顧客への納品に対応した国内初の「通いコンテナ」を採用 

「環境報告書2000」発刊、第三者検証を導入 

日中3E（エネルギー、環境、経済）研究院プロジェクトの環境会計モデルに蘇州横河電表有限公司が参画 

YOKOGAWAグループ環境マネジメント基本規程を制定 

「環境報告書2001」発刊 

ISO14001 3サイト統合認証 

甲府事業所（現YMF甲府工場）で埋立廃棄物ゼロ達成 

YMFあきる野事業所（現YMF小峰工場）で埋立廃棄物ゼロ達成 

甲府事業所（現YMF甲府工場）にライトスルー型太陽光発電装置設置 

「環境報告書2002」発刊 

ISO14001 4サイト統合認証 

送水ポンプ省エネ制御システム「エコノパイロット」が省エネ大賞「資源エネルギー庁長官賞」受賞 

甲府事業所（現YMF甲府工場）経済産業省主催のエネルギー管理優良工場表彰において、「関東経済産業局長賞」を受賞 

「環境報告書2003」発刊 

中国・蘇州に環境に配慮した生産拠点として新会社・横河電機（蘇州）有限公司の工場が竣工 

YMF小峰工場、ＹＭＦ甲府工場に環境に配慮した新工場が竣工 

「環境経営報告書2004」発刊 

ISO14001 統合4サイトから横河電機本社・工場分離 

YMF甲府工場内に省エネルギー見学コース開設 

　昨年から本報告書のタイトルを「YOKOGAWAグループ環境経営報告書」に改め、「経済的

側面」、「社会的側面」を充実させてまいりました。CSR（企業の社会的責任）を意識して、でき

るだけCSR分野の内容も本報告書に取り入れたいと考えたからです。 

　また、これまでは、YOKOGAWAの環境経営について私達がお伝えしたい情報を報告するこ

とにウエイトを置いていましたが、今回は読者の視点に立って、ステークホルダーの皆様が知りた

い情報は何であるかを意識し、そうした情報をできるだけわかりやすく報告するべく努力しました。 

　記事内容につきましては、YOKOGAWAグループの事業活動を、十分にご理解いただけるよ

うに、当社の主力製品である制御システムの紹介頁を設けました。また、グローバルな情報をで

きるだけ盛り込むことを心がけ、海外拠点における環境活動を幅広く取り上げるようにしました。 

　本報告書を充実すべく今後も努力してまいります。本報告書をお読みいただいた皆様からの

忌憚のないご意見をお待ちしております。 
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　本報告書は、2004年度のYOKOGAWAグループの 

環境経営の概要を報告したものです。 

　YOKOGAWAグループは、本報告書に開示された情報をベースに、 

多くのステークホルダーの皆様との 

コミュニケーションを深めていくことが重要と考えています。 

　昨年に引き続き、「環境経営報告書」として発行いたしましたが、 

内容はいかがでしたでしょうか。 

　出来るだけ分かりやすく、そして具体的な活動事例をあげて、 

ご理解を深めていただけるよう努めたつもりですが、 

まだまだ不十分な点もあるかと存じます。 

　今後のYOKOGAWAグループの環境経営、 

環境経営報告書をより充実させていくために、 

皆様のご意見・ご感想をお寄せいただければ幸いです。 

　お手数ですが、裏面のアンケートにご記入のうえ、 

FAX、郵送などで送付していただきますようお願い申し上げます。 

ご意見・ご感想をお寄せください 

横河電機株式会社　地球環境室 
〒180-8750　東京都武蔵野市中町2-9-32

ＦＡＸ 0422-52-4197
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＊お寄せいただきましたご意見、ご感想等は、次年度の報告書に掲載させていただく場合がございます。 

　個人情報に関しましては、当社において適正な管理を行い、報告書の送付、質問へのご回答以外には利用せず、第三者への提供は行いません。 

Q１ 

 

 

 

 

 

Q2 

 

Q3 

 

 

 

Q4 

 

 

 

Q5 

 

 

 

 

 

 

 

 

Q6 

 

 

 

Q7

この報告書をどのような立場でお読みになりましたか？ 

 

□お客様　□株主　□行政機関　□投資・金融機関　□環境ＮＧＯ・ＮＰＯ　 

□YOKOGAWAグループ事業所の近隣にお住まいの方　□学校・教育機関　□学生　□企業・団体の環境担当者

□YOKOGAWAグループの従業員　□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　） 

 

記載された内容はいかがでしたか？ 

 

５.わかりやすい　　４.ややわかりやすい　　３.普通　　２.ややわかりにくい　　１.わかりにくい 

 

ＹＯＫＯＧＡＷＡグループの環境保全活動の取り組みについてどのように感じられましたか？ 

 

５.良い　　４.やや良い　　３.普通　　２.あまり良くない　　１.良くない 

 

知りたいと思われたことが十分に記載されていましたか？ 

 

５.十分である　　４.やや十分　　３.普通　　２.やや不十分　　１.不十分 

 

報告書の中で特に印象に残ったところ、興味を持たれたところはどの頁ですか？（複数選択可） 

 

□編集方針　□会社概要　□YOKOGAWAグループの環境経営　□特集2004　 

□環境マネジメント活動　□環境負荷の全体像　□環境会計　□目標と実績　 

□グリーン調達・グリーン購入　□環境調和型製品　□環境調和型製品の開発　 

□環境ソリューション　□グリーン生産ライン　□地球温暖化防止　□大気・水質保全　 

□土壌浄化　□化学物質管理　□有害化学物質の排除　□ゼロエミッション　□物流　 

□従業員との関わり　□お客様との関わり　□社会との関わり　□環境コミュニケーション　 

□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） 

 

全体として、この報告書をお読みになってどのようにお感じになりましたか？ 

 

５.良い　　４.やや良い　　３.普通　　２.あまり良くない　　１.良くない 

 

その他、ご意見、ご感想がありましたらお願いいたします。 

「YOKOGAWAグループ環境経営報告書2005」へのご意見・ご感想 

ご協力ありがとうございました。差し支えなければ、下記にもご記入ください。 

お名前 

ご住所 〒 

電話番号　　　　　　　（　　　　　　）　　　　　　　　　　E-mailアドレス 

：横河電機株式会社 地球環境室 〒180-8750 東京都武蔵野市中町2-9-32
：0422-52-4197

郵送 
Fax


